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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第24期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

        ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高（千円） － － － － 4,844,443 

経常利益（千円） － － － － 136,797 

当期純利益（千円） － － － － 600,533 

純資産額（千円） － － － － 6,765,735 

総資産額（千円） － － － － 19,158,069 

１株当たり純資産額（円） － － － － 186.49 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
－ － － － 23.67 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － 23.18 

自己資本比率（％） － － － － 35.3 

自己資本利益率（％） － － － － 16.2 

株価収益率（倍） － － － － 9.25 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － △409,190 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － △3,666,580 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － 5,024,984 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ － － － 1,089,628 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 
－（－） －（－） －（－） －（－） 143（－）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第24期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の期末残高は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第23期以前は当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。 

４．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

５．第21期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

６. 第24期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高（千円） 335,767 181,901 164,588 221,167 40,901 

経常損益（千円） 

（△は損失） 
△655,354 △911,257 △1,258,025 △82,748 △150,563 

当期純損益（千円） 

（△は損失） 
△721,459 △1,020,378 △2,415,136 △106,699 581,858 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,969,699 3,719,819 3,719,819 3,719,819 4,000,000 

発行済株式総数（株） 10,651,850 14,223,850 14,223,850 14,223,850 36,223,850 

純資産額（千円） 2,700,323 3,182,946 771,164 680,361 6,749,922 

総資産額（千円） 8,771,030 4,508,016 1,091,803 1,207,391 7,796,670 

１株当たり純資産額（円） 253.52 223.78 54.21 47.83 186.05 

１株当たり配当額（円） 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損益金額

（円）（△は損失） 
△67.73 △95.36 △169.80 △7.50 22.93 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － 22.46 

自己資本比率（％） 30.8 70.6 70.6 56.3 86.5 

自己資本利益率（％） － － － － 15.7 

株価収益率（倍） － － － － 9.55 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,556,363 1,901,833 △703,934 △7,818 － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,615,064 △736,658 △169,116 15,516 － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△520,000 △3,403,926 △950,000 50,000 － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
4,109,194 1,905,706 82,713 140,415 － 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 
50（14） 52（4） 21（4） 8（－） 5（－） 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和57年10月 名古屋市名東区において資本金500万円により会社設立。 

11月 パーソナルコンピュータ用ゲームソフトウェア「ピラミッド」を発売。 

昭和59年12月 パーソナルコンピュータ用ゲームソフトウェア「ハイドライド」を発売。 

昭和60年９月 合資会社中央劇場と合併。 

昭和61年４月 特殊法人基礎技術研究促進センターを中心に、株式会社日本データベースネットワーク研究所を

設立、共同出資。 

昭和62年２月 郵政省の「ゆうパック」による、ソフトウェアの販売を目的として、株式会社日本テレソフトを

設立、共同出資。 

平成元年５月 郵政省の管轄する「逓信総合博物館」向けに「貯金パソコンゲーム」を制作、館内の郵政省ブロ

ックにて展示。 

10月 パーソナルコンピュータ用ゲームソフトウェア「遙かなるオーガスタ」を発売。 

平成２年10月 クリスタルソフト株式会社と合併。 

平成３年４月 「遙かなるオーガスタ」を発売し、家庭用ビデオゲームソフトウェア市場に本格的に参入。 

11月 家庭用ビデオゲームソフトウェア「WAIALAE COUNTRY CLUB」を北米で発売。 

平成４年４月 家庭用ビデオゲームソフトウェア「ペブルビーチの波濤」を日本と北米で同時発売。 

平成５年４月 本社ビル竣工。本店所在地を「名古屋市名東区照が丘10番地」に移転。 

平成６年２月 ゴルフシミュレーションシステム「T&E VR GOLF ワールドグリーン」を発売。 

11月 愛知県瀬戸市菱野町465番地に、ゴルフシミュレーションシステムのアンテナショップ「ワール

ドグリーン大樹」を開設。 

平成７年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

４月 大阪開発部を「大阪市淀川区西宮原２丁目１番３号」に移転。 

平成11年５月 大阪開発室を本社に統合、事業所閉鎖。 

平成12年３月 「ゴルフパラダイス」（コース自動生成システムGenesys-G搭載）を発売し、プレイステーショ

ン２市場に参入。 

平成13年１月 米国ディズニー社と資本・業務提携し、オンライン事業に参入。 

３月 Gama Internet Technology USA, Inc. を買収し、100％子会社とする。 

６月 本店所在地を東京都目黒区に移転。 

12月 本店所在地を東京都渋谷区に移転。 

平成14年３月 新事業のオンラインサービス「ディズニーワンダーランド」テストサービス開始。 

４月 名古屋オフィスを本社に統合、事業所閉鎖。 

５月 株式会社ティーアンドイーソフトから株式会社ディーワンダーランドに商号変更。 

平成15年７月 ディズニーワンダーランド事業グランドオープン。 

12月 

 平成16年10月 

 平成16年11月 

本店所在地を現住所に移転。 

 企業内ネッワークシステム開発事業へ進出。 

 「ディズニーワンダーランド」サービス終了。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年９月 Gama Internet Technology USA, Inc. を清算。 

平成18年３月 買収のための受皿会社として、有限会社大黒屋ホールディングスの社員持分を取得し、100％子

会社化。同社により、株式会社大黒屋、ザグ株式会社及び株式会社エビスの株式を取得し、それ

ぞれを子会社化。 



３【事業の内容】 

 当社は、平成18年３月、有限会社大黒屋ホールディングス（以下「大黒屋ホールディングス」という）により株式

会社大黒屋（以下「大黒屋」という）、ザグ株式会社（以下「ザグ」という）及び株式会社エビス（以下「エビス」

という）の株式のすべてを取得し、子会社化いたしました（大黒屋ホールディングスは、当社が大黒屋、ザグ及びエ

ビスの株式を譲り受けるために取得した当社の100%子会社です。）。その結果、当社の企業集団は当社及び子会社４

社で構成され、当社グループは、ＩＴソリューション事業、質屋、古物売買業及び不動産賃貸業を行っております。

 ITソリューション事業は、主に顧客から受注したシステム開発であり、現在大型のシステム開発案件として営業支

援システムの開発を受注しております。不動産賃貸業は、当社が名古屋と岐阜に保有している土地、建物を第三者に

賃貸しているものです。（ザグ及びエビスは、大黒屋に賃貸している不動産を所有する会社であり、その他の事業は

行っておりません。）質屋、古物売買業は、質屋営業法に基づく事業及び中古ブランド品（バッグ、時計、宝飾品）

の買取りと販売であり、大黒屋が行っております。大黒屋の事業を支える中古ブランド品のリサイクル市場は、イン

ターネット・オークション、フリーマーケットの浸透で、顧客層がこだわりなく店舗に足を運ぶ環境が整ってきてお

ります。こうした環境下で、大黒屋は、「大黒屋ブランド」として店舗を展開する地域の顧客から高い認知を得るこ

とにより、中古ブランド品の買取金額、売上高においては業界トップクラスの位置づけにあります。また、中古品の

取扱い比率が高いことによる収益性の高さがその特徴であります。  

  

  当社グループの事業内容及び関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

（注）大黒屋ホールディングス、大黒屋、エビス、ザグの4社は18年12月1日に合併し、これにより、合併新会社である  

  「大黒屋」が当社の100%子会社になりました。 

   大黒屋ホールディングスが存続会社となって他３社を吸収合併し、同日大黒屋に社名変更しております。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。         

  

事業区分 事業内容 主要な会社 

ＩＴソリューション事業 企業向け営業支援システムの開発・販売 株式会社ディーワンダーランド 

－ ホールディングカンパニー 株式会社大黒屋ホールディングス 

質屋、古物売買業 質屋、中古ブランド品の買取・販売 株式会社大黒屋 

 不動産賃貸業 

 賃貸先に対する不動産賃貸   株式会社ディーワンダーランド 

 大黒屋に対する不動産賃貸業  ザグ株式会社 

 同上  株式会社エビス 



 (ご参考）平成18年12月１日の合併の概要は、以下のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．特定子会社に該当しております。 

２．議決権の所有割合又は被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．㈲大黒屋ホールディングスは、平成18年４月12日付けで東京都品川区に本社を移転し、平成18年５月29日開

催の臨時株主総会にて株式会社への商号変更を決議しております。 

    ４．㈱大黒屋については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を越え

      ております。 

        主要な損益情報等 

               （1）売上高    4,803百万円 

               （2）経常利益    912百万円 

               （3）当期純利益   533百万円 

               （4）純資産額   4,825百万円 

               （5）総資産額   5,995百万円 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

㈱大黒屋ホールディングス 

（注）1,3 

東京都品川区 30,500 
ホールディングカン

パニー 
100 役員の兼任１名 

（連結子会社） 

㈱大黒屋 

（注）1,2 

千葉県船橋市 50,000 質屋、古物売買業 
100 

(100) 
－ 

（連結子会社） 

ザグ㈱ 

（注）2 

同上 10,000 不動産賃貸業 
100 

(100) 

㈱大黒屋に対する

不動産賃貸 

（連結子会社） 

㈱エビス 

（注）2 

同上 10,000 不動産賃貸業 
100 

(100) 

㈱大黒屋に対する

不動産賃貸 

（その他の関係会社） 

オリオン・キャピタル・マ

ネージメント㈱ 

東京都港区 10,000 

投資業、有価証券の

投資及び売買、経営

コンサルタント 

被所有 

38.6 
－ 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社外から当社への出向者を含みます。）であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社外から当社への出向者を含みます。）であります。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

    ３．従業員が前期末に対し、３名減少したのは、コスト削減を目的として前期から実行してまいりました人員削

      減によるものです。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

質屋、古物売買業 138   

不動産賃貸業 －   

ＩＴソリューション事業 3   

 全社（共通） 2   

合計 143   

  平成18年9月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 5  36.6  1.88 4,680,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。 

 なお、子会社４社の業績等については平成18年４月１日以降の下半期のみを連結しております。 

 （以下「（2）キャッシュ・フローの状況」及び「２．生産、受注及び販売の状況」においても同じ。） 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油や金属などの素材価格の高止まり、公共事業の縮小、インフレ懸念な

どの不安要素はあるものの、好調な企業業績や雇用環境の改善を背景に民間需要主導により、設備投資や個人消費が

増加し、緩やかな成長を続けております。 

 情報サービス業界におきましては、高水準の企業収益を受けて情報管理の強化や効率化に向けた積極的な情報シス

テム投資を行う企業も増えつつあります。しかしながら、人手不足によるシステム構築の受注見送りや、顧客の情報

システムに対する低価格・高品質要請や価格引下げ要求など、経営環境は厳しい状況が続いております。中古品小売

業界におきましては、循環型社会への移行を背景に当業界もより身近な存在となり、社会的役割がより重要度を増す

状況になってきております。しかしながら、これに伴い競合他社および新規参入業者の増加がみられ、買取において

は買取価格競争の激化、販売においては顧客による店舗の選別化により、より厳しい価格競争の業界へと変貌してき

ております。 

   事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ITソリューション事業におきましては、前期に受注いたしました大型システム開発案件の遂行に全力を注いでまい

りましたが、顧客からの仕様変更、追加要件の要請により開発工数が増加し、案件としての規模が大きくなり、難易

度も上がったために開発に遅れが発生いたしました。また、当該案件後に、そのシステムの運用・展開、及び保守管

理として見込んでおりました案件につきましても開始することができず、また、別途見込んでおりました諸案件につ

きましても、当該案件の遅れの影響で営業活動の動き出しも遅れ、受注には至りませんでした。 

 質屋、古物売買業におきましては、経営戦略であるローコストマネージメントを実行しながら、その地域に合った

店舗スタイルで地域業界ナンバーワンを目指しました。当下半期は、社内体制整備の強化を優先したことから新規の

出店はありませんでした。当下半期の中古品買取額につきましては、2,911百万円となりました。中古品売上高につき

ましては、昨年9月にオープンしました大阪ミナミ店の売上げが寄与したことにより、4,259百万円となりました。  

 また、当下半期の営業利益につきましては、販売が好調であったことから1,159百万円となりましたが、買取価格の

競合が激化し、売上高総利益率は低下する傾向にあります。今後もこの傾向は続くものと考えられます。 

 不動産賃貸事業におきましては、従来からの名古屋及び岐阜にあります土地、建物の賃貸であり、大きな変化はあ

りませんでした。 

  その他特別損益では、固定資産の減損損失521百万円などが発生しましたが、当連結会計年度末に国税庁長官の承認

を受け連結納税制度の導入が可能となったことなどにより、繰延税金資産を1,627百万円計上しました。 

 以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は4,844百万円となり、経常利益は136百万円、当期純利益は600百万円と

なりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,089百万円となりました。 

  当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は409百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期

純損失534百万円の計上、非資金項目である減損損失521百万円、のれん償却額280百万円、受注損失引当金の増加200

百万円などの一方で、大型システム開発案件の遅れ等により、棚卸資産が499百万円増加したこと、法人税等の支払

604百万円があったことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は3,666百万円となりました。これは主に、大黒屋ホールデ

ィングスの株式取得に際し、3,733百万円を支出したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は5,024百万円となりました。これは主に、第三者割当によ

る新株式発行により5,500百万円を調達したこと、金融機関から運転資金として50百万円の借入を行ったこと、及び

以下の借入に係る手数料等として499百万円を支出したことによるものであります。 

 また、大黒屋ホールディングスは金融機関から3,500百万円の短期借入、7,500百万円の長期借入を行っておりまし

たが、平成18年９月29日付でこれらのリファイナンス資金として、新たに金融機関より11,000百万円の長期借入（弁

済期日は2011年９月20日）と極度限度額1,000百万円のリボルビング・ファシリティの契約を締結し、すべてを返済

しております。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税は含まれておりません。  

(3）販売実績  

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

質屋、古物売買業（百万円） 2,911 

合計（百万円） 2,911 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 (千円) 受注残高 (百万円)

 ＩＴソリューション事業 － 300 

合計 － 300 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

ＩＴソリューション事業（百万円） 0 

 質屋、古物売買業（百万円） 4,803 

不動産賃貸事業（百万円） 37 

その他（百万円） 2 

合計（百万円） 4,844 



３【対処すべき課題】 

当社グループが、ブランド品リサイクルのインターネット・オークション事業を含めた、ITソリューション事業を  

収益の柱として成長させることに関して、対処すべき課題は以下のとおりです。   

① システム開発体制の充実 

  （a）人材の確保について 

 当社の事業分野であるITソリューションサービスにおけるプロジェクトの推進に当たっては、顧客のビジネスの本質

を理解してビジネス戦略を提案するコンサルティング能力と、IT技術を駆使したシステム構築能力の両方を備え、かつ

管理・調整能力を併せ持った核となる人材、プロジェクトリーダーの存在が不可欠であります。当社は、このような人

材の確保を最重要課題と認識しており、確保に向けて努力しております。同時に、プロジェクト毎に専門性が高い外部

スタッフを有効に活用し、コストを意識した上で、納期の厳守、品質の管理、顧客ニーズへのきめ細かい対応ができる

体制の強化に取り組んでまいります。 

 （b）営業力の強化 

 当面の営業活動は、当社グループを含め、取引先等の人脈を最大限に活用し、受注目標先を絞り込んで行いますが、

開発体制の充実に合わせて、人員を拡充いたします。また、顧客のビジネス展開を見極めて、そのために必要なシステ

ムを先取りし積極的な提案を行い、顧客の期待に応え、その積み重ねで真のビジネスパートナーといえる信頼関係を築

き、安定的に受注を確保できる体制の確立を目指して、全社的に取り組んでまいります。 

② 内部体制等の強化について 

 （a）組織力・人材力の強化 

 平成18年9月30日現在、当社は、取締役5名（うち非常勤2名）、監査役3名（うち非常勤2名）、従業員5名の非常に

小さな組織になっております。今後、事業の成長に合わせて人員の増強を図る方針でありますが、現時点では、既存

の人材により健全で透明性の高い企業活動を継続するため、各種規定の拡充と運用の実施に取り組み、それらを全社

で共有することで、組織力・人材力の強化を推進してまいります。 

 （b）グループとしての内部管理体制の強化 

 大黒屋の子会社化にともない、大黒屋におきましても各種規定の整備と運用の実施を進めており、適時開示体制の

確立、インサイダー取引規制、コンプライアンスの遵守等上場企業としての社会的責任を周知徹底させ、内部管理体

制の確立・強化を進めてまいります。 

  



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。 

  なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（１）財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動について 

   当連結会計年度に大黒屋、ザグ、エビス、大黒屋ホールディングス4社の株式を取得したことに伴い、当連結会計

年度より連結財務諸表を作成しております。当連結会計年度は営業活動の結果、748百万円の連結営業利益となりま

した。しかし、個別財務諸表においては、平成13年9月期以降継続的に営業損失を計上し、また減損損失521百万円の

計上などにより税引前当期純損失を計上しております。営業キャッシュ・フローも当連結会計年度には409百万円と

大幅なマイナスとなっております。 

（２）当社による大黒屋の株式取得（子会社化）に関するジャスダック証券取引所の審査について 

   当社が平成18年3月31日をもって、大黒屋、ザグ及びエビスの株式を取得し、それぞれを子会社化することにより

大黒屋を当社の100%子会社といたしました。これに関しジャスダック証券取引所は、平成18年3月30日当該子会社化

において、当社が実質的な存続会社ではないと認められるため、株券上場廃止基準第2条第8号（不適切な合併等）の

規定により、子会社化期日から当社が「不適当な合併等」の猶予期間に入る旨の発表を行いました。このため、当該

猶予期間内（平成18年3月31日～平成21年9月30日）において新規上場審査基準に準じた審査に適合出来なかった場

合、当社の株券は上場廃止となります。 

（３）オリオン・キャピタル・マネージメント株式会社及び齋藤武との契約書について 

   平成18年3月7日に発表いたしましたように、当社は、オリオン・キャピタル・マネージメント株式会社（以下、 

  「ＯＣＭ」という）及び齋藤武と平成18年3月7日付で締結した基本合意書により、当社の取締役会の構成や株主総会

  の意思決定については、OCM、齋藤武及びその親族が強い影響力を有しており、これらの意向が反映される可能性が 

  あります。 

  契約書の概要は以下のとおりとなっております。 

  （ａ）継続保有義務及び先買権について 

  Ⅰ．齋藤武ら及びOCMは、本件増資（平成18年3月30日付増資をいう。以下同じ。）後3年間は、本件増資株式（齋藤

   武ら及びOCMが本件増資により取得した株式をいう。以下同じ。）を継続的に保有するものとし、本件増資株式に 

   ついて、譲渡、担保提供その他の処分を行わない（以下、かかる譲渡等が制限される期間を「譲渡制限期間」とい

   う。）。但し、齋藤武ら及びOCM間において合意した場合又は以下の各号に定める条件をすべて満たす売却方法に 

   よる場合はこの限りではない。 

  （ⅰ）当社の各事業年度通期の決算発表が行われた日の翌日（同日を含む。）から1箇月以内に行われること（以 

    下、かかる期間を「売却可能期間」という。）。 

  （ⅱ）本件増資の実行後最初に到来する売却可能期間及びその次に到来する売却可能期間においては、齋藤武ら及び

    OCMにより売却される本件増資株式の数量が、両者合計で本件増資の実行直後における完全希釈化ベース（転換 

    予約権、新株予約権その他当社に普通株式を発行させることのできる権利が全て行使されたと仮定した場合にお

    ける当社の発行済株式総数を分母とした持株比率又は議決権比率の計算方法をいう。以下同じ。）による持株比

    率の2％以下に相当する数量であり、また、その後に到来する売却可能期間においては、本件増資株式の売却に 

    よって、当該売却時点における齋藤武ら及びOCMの完全希釈化ベースによる議決権比率が両者合計で33.4％を下 

    回らないこと（以下、かかる齋藤武ら及びOCM両者合計で売却可能な本件増資株式の数量を「売却可能株式数」 

    という。）。 

  （ⅲ）齋藤武ら及びOCMにより売却される本件増資株式の数量が、それぞれ、齋藤武らについては売却可能株式数に 

    11分の4を、OCMについては売却可能株式数に11分の7を乗じた数量以下であること。 

  Ⅱ．齋藤武ら又はOCMは、譲渡制限期間の終了後1年間、本件増資株式の全部又は一部について、ブロックトレード又

   は経営権の移譲を目的とした譲渡であって一定数・割合以上を対象とするものを行おうとする場合には、相互（又

   はその指定する譲受人）に先買権を付与する。 



  （ｂ）当社の運営体制について 

   本件増資の実施後における当社の運営体制は以下のとおりとする。但し、本件増資の実施後における当社の運営体

  制一般に関して、ジャスダック証券取引所との協議の結果等から必要であると合理的に判断されるその他の事項につ

  いては、OCMと協議の上、当社又は大黒屋が整備する。 

  Ⅰ．当社の商号の変更は行わない。 

  Ⅱ．当社内に業務委員会を設置し、事業計画の決定、事業内容の変更、重要な資産の処分、営業店の統廃合、増資の

   実施、営業譲渡・合併・会社分割等の組織再編等、当社の経営上重要な事項については、法が許容する範囲（当社

   の経営陣が善管注意義務及び忠実義務を遵守することを含むが、これに限定されない。）で、同委員会の決定に基

   づき、これを実施する。同委員会の委員には、原則として、その過半数は、OCMが指名した人物が就任する。 

  Ⅲ．OCMは、当社の取締役候補者として最低1名を指名し、当社は、当該候補者の選任議案を当社の株主総会に上程 

   し、OCM及び齋藤武らは、当該株主総会において当該候補者の選任に賛成するものとする。また、OCMは、かかる取

   締役候補者の指名に関し、当社の取締役会の過半数を占める人数を指名することができ、かかる場合においても、

   当社は、当該候補者の選任議案を当社の株主総会に上程し、OCM及び齋藤武らは、当該株主総会において当該候補 

   者の選任に賛成するものとする。 

  （ⅰ）当社の取締役（以下、「現取締役」という。）は、その残存任期の如何に拘らず、平成18年9月期に係る定時 

    株主総会において一旦全員が退任した上、同総会において改めて新たな取締役が選任されるものとする（但し、

    現取締役の再選を妨げない。）。齋藤武ら及びOCMは、本件増資の実行後における事情を原因とする当社の経営 

    については、現取締役のみが責任を負うものではないことを了解している。 

  （ⅱ）齋藤武らは、当社の運営に関与せず、当社の経営陣及びOCMに対しこれを一任する。OCMは、齋藤武らの株主と

    しての権利を阻害しないよう、当社を運営する。齋藤武らは、前号に定めるもののほか、当社の株主総会におけ

    る議決権の行使について、OCMが本件増資株式を保有している限りにおいて、また、齋藤武らの株主としての権 

    利を著しく阻害しない限りにおいて、OCMに対しこれを一任する。 

  Ⅳ．当社及び大黒屋は、本件増資の実施後にジャスダック証券取引所が当社に対して行う審査に関して、当該審査を

   通過し、当社の株式の上場が維持できるよう最大限の努力を行うものとする。 

  Ⅴ．OCMは、当社が現在行っている事業について、当社の収益に貢献できる限りにおいて、これを不合理に変更又は 

   停止等をさせることにより、当該事業に係る顧客に対して迷惑をかけることのないよう、最大限の配慮を行うもの

   とする。 

  Ⅵ．当社は、齋藤武及びOCMの承諾なく、平成17年12月22日開催の当社における定時株主総会において決議された新 

   株予約権の発行を行わないものとする。 

  （ｃ）追加の資金調達等について 

  Ⅰ．当社は、本件株式譲渡（平成18年3月31日付で実行済みの大黒屋、ザグ及びエビスの株式の譲渡取引をいう。以 

   下同じ。）の実行後、短期ローン（大黒屋ホールディングスがみずほ銀行より受けたノンリコースローンのうち借

   入期間が短期の金35億円分をいう。以下同じ。）の弁済に充当するため、別途の借入、次項以下に定める追加増資

   その他適宜の方法による資金調達（以下、「本件追加資金調達」という。）を行う。 

  Ⅱ．当社は、前項の資金調達を目的として、再度公募又は私募の方法による新株、新株予約権付社債又は新株予約権

   の発行、その他株式関連の資金調達を実施し、金35億円を調達することができる（以下、かかる資金調達を「本件

   追加増資」という。）。本件追加増資の方法による資金調達が選択された場合であって、市場環境その他齋藤武及

   びOCMいずれの責にも帰さない事由により、本件追加増資が短期ローンの返済期限までに実行できないとき又はそ 

   の調達金額が短期ローンの返済額に満たない場合は、当社はその不足額について第三者割当増資を行い、齋藤武ら

   及びOCMが20：35の割合で当社株式を引き受ける。 

  Ⅲ．本件追加増資を実施する場合、以下の(ⅰ)ないし(ⅳ)の事項については、当社とOCMが協議してこれを決定する 

   ものとする。但し、本件追加増資が有利発行となる場合には、斉藤武の事前の承諾を得るものとし、齋藤武はかか

   る承諾を合理的な理由なく拒絶しない。また、上記（ｃ）Ⅱ．後段の場合においては、当社、齋藤武及びOCMが協 

   議して以下の(ⅰ)ないし(ⅳ)の事項を定める。 

  （ⅰ）実施時期 

  （ⅱ）実施方法 

  （ⅲ）当社の発行する有価証券の種類 

  （ⅳ）私募の方法により実施する場合の割当先 

  Ⅳ．齋藤武らは、本件追加増資が実施される場合以外には、企業買収及び投資事業に関連して当社が実施する新株、

   新株予約権付社債、新株予約権の発行その他の資金調達には参加しない。OCMは、齋藤武らの株主としての権利を

   阻害しないよう、かかる企業買収、投資事業及び資金調達を実施する。齋藤武らは、株主の権利を阻害しない限り

   において、かかる企業買収、投資事業、資金調達等について、株主としての権利を行使してこれに反対しないもの

   とする。 



  Ⅴ．当社は、本件株式譲渡の実行後、本件追加資金調達の実行までの間に、資本金及び準備金の減少を行うことがで

   きるものとし、齋藤武ら及びOCMは、当社の臨時株主総会において賛成の議決権を行使することを含め、かかる資 

   本金及び準備金の減少を行うために必要な一切の協力を行うものとする。尚、当社は、かかる資本金及び準備金の

   減少において、株主に対する払い戻しは行わないものとする。  

  

（４）みずほ銀行と融資契約書における財務制限条項等について 

   株式会社大黒屋ホールディングスが借り入れているタームローン11,000,000千円、リボルビング・ファシリティ  

  1,000,000千円について財務制限条項、資産制限条項等がついており、財務制限条項、資産制限条項に抵触した場  

  合、融資契約上の全ての債務について期限の利益を失い、当社グループの資金繰り及び業績に重大な影響を及ぼす  

  可能性があります。 

   当該財務制限条項等の詳細は、連結貸借対照表注記事項※４に記載のとおりであります。 

  

（５）システム開発の遅れについて 

   システム開発事業は、顧客企業のニーズの変化、方針、体制等の変換による開発期間、内容等の変更の発生や、そ

   れらに対しての当社開発体制整備により開発の遅れが発生し、当社の業績に影響を及ぼす恐れがあります。 

  

（６）特定顧客への依存について 

   当社は、ＩＴソリューションに関するサービス全般を事業分野とし、コンサルティングの段階からシステムの企 

  画・設計・開発、ハードウェア・ソフトウェアの調達及びそれらを組み合わせたシステムの保守・運用までのサービ

  スを提供しておりますが、現状では多くの案件を同時に手がけることが出来る組織ではないことから、特定顧客へ集

  中的にリソースを投入しており、特定顧客と案件が成立すると、派生して別の案件へと取引が拡大する傾向にあるこ

  とから、結果として特定顧客への売上が集中する傾向にあります。したがって、仮に特定顧客との取引が解除になっ

  た場合あるいは案件に遅れが発生した場合は、当社の売上に大きな影響を及ぼす恐れがあります。 

  

（７）人材の確保について 

   当社の事業分野であるＩＴソリューションサービスにおけるプロジェクトの推進にあたっては、プロジェクトリー

  ダーがコンサルティングを始めとして、必要なスキルを持った人材、外注先の手配、使用するＩＴ技術の選定、ハー

  ドウェア・ソフトウェアの選定・調達、スケジュール、予算等の管理などのプロジェクト管理を行っております。プ

  ロジェクトリーダーは、顧客のビジネスの本質を理解し、ビジネス戦略を提案するコンサルティング能力とＩＴ技術

  を駆使したシステム構築能力の両方を備え、かつ管理・調整能力を合わせ持つ必要があります。当社はこうしたプロ

  ジェクトリーダーになり得る人材の確保を最重要課題と認識し、努力を進めておりますが、人材獲得に失敗、あるい

  は既存の人材が社外に流失した場合には、当社の業績及び事業運営に支障をきたす恐れがあります。 

  

（８）小規模組織であることについて 

   平成18年9月30日現在、当社は、取締役5名（うち非常勤2名）、監査役3名（うち非常勤2名）、従業員5名の小さな

  組織であり、内部管理体制も現状の組織規模に応じたものになっております。今後、事業の成長に合わせて、従業員

  の育成、人員の増強及び内部管理体制の充実を図る方針でありますが、人材の確保及び内部管理体制の充実が円滑に

  進まなかった場合には、適切な組織対応が出来ず、当社及び当社グループの業務効率や事業拡大に支障をきたす恐れ

  があります。 

  

（９）大黒屋の子会社化による業績の影響について 

   当社は、平成18年3月31日をもって、大黒屋、ザグ及びエビスの株式を取得し、それぞれを当社の100%子会社とい 

  たしました。また、平成18年12月1日に、大黒屋ホールディングス、大黒屋、ザク及びエビスの4社が合併し、合併新

  会社である「大黒屋」が当社の連結子会社となりました。 

   今後、当社グループの業績は大黒屋の業績の影響を大きく受けることが見込まれ、大黒屋の業績が悪化した場合に

  は、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な悪影響を及ぼすおそれがあります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）合併契約 

 該当事項はありません。 

(2）営業譲渡契約 

 該当事項はありません。 

(3）技術援助契約 

 該当事項はありません。 

(4）その他 

   1．大黒屋ホールディングスは、下記のとおり㈱みずほ銀行及びオリックス㈱と融資契約及びリ  

    ボルビング・ファシリティ契約を締結しております。 

  ① 融資契約 

 ② リボルビィング・ファシリティ契約 

  

   2．当社は、下記のとおりＯＣＭ、齋藤武、齋藤勝雄、齋藤祐二、齋藤豊子、齋藤章子、齋藤菜奈、齋藤雄大（以 

    下 齋藤一族）と当社及び大黒屋等の運営等について契約を締結しております。 

金融機関名 契約内容 契約期間 

㈱みずほ銀行 
融資金額3,000百万円  

（元金均等返済）  

平成18年９月29日から 

平成23年９月20日まで 

オリックス㈱ 
融資金額8,000百万円  

（期日一括返済）  

平成18年９月29日から 

平成23年９月20日まで 

金融機関名 契約内容 契約期間 

㈱みずほ銀行 極度金額1,000百万円  
平成18年９月29日から 

平成23年９月29日まで 

オリックス㈱ 
極度金額1,000百万円  

（但し、上記の消滅を条件として発行） 

平成18年９月29日から 

平成23年９月29日まで 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間 

当社 ＯＣＭ、齋藤一族  

1.当社株式の継続保有義務及び先

 買権について 

 2.追加の資金調達等について 

 3.当社の運営体制等について 

 4.大黒屋等の運営体制について 

 平成18年３月31日から３年とする。

 但し、全当事者の合意により、更 

 に一年を限度として、延長する事 

 ができ、その後も同様とする。 



   3．当社は、下記のとおりＯＣＭ、齋藤武（以下 受任者）、齋藤祐二、齋藤勝雄（以下 受任者一族）と大黒屋 

    のマネージメントに関して、マネージメント契約を締結しております。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間 

当社 
ＯＣＭ、受任者、受

任者一族  

大黒屋のマネージメントに関する

以下の事項 

 ・役職及び職務 

 ・報酬及び役職 

 ・報告の義務 

 ・競業避止義務 

 ・守秘義務 

 ・社内規定の遵守 

 ・損害賠償 

 ・退任、解任 

 平成18年３月31日から受任者及び受

 任者一族が本件会社の役職員を退任

 し、又は解任されるまでとする。 

 なお、受任者又は受任者一族が次の

 いずれかに該当する場合は退任す 

 る。 

 ・契約締結日より３年を経過した場

  合。但し本契約の全該当者の合意

  により、更に一年を限度として延

  する事ができ、その後も同様とす

  る。 

 ・その他真にやむをえない事由が発

  生した時は、本契約の他の当事者

  の了解をもって退任できる。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

（１） 重要な会計方針および見積り 

    当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており、当社

   の連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 （1）連結財務諸表等 連結財務諸表作成の 

   ための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績値

   や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、見積り及び判断を行っておりますが、不確実性あるいはリスク

   があるため、将来における実際の結果と異なる場合があります。 

（２） 経営成績の分析 

    当社は、当社が持つインターネット上のインフラ構築および運用のノウハウにより前期に受注しました大型シス

   テム開発案件の遂行に全力を注いでまいりましたが、顧客からの仕様変更、追加要件の要請などにより開発工数が

   増加したことなどから、開発に大幅な遅れが発生し、今期の完成には至りませんでした。この案件の完成後に見込

   んでおりましたシステムの運用・展開、及び保守管理も開始することができず、また別途見込んでおりました諸案

   件につきましても、大型システム開発案件に人材を集中させたことにより、営業活動の動きも鈍く、受注にはいた

   りませんでした。大型システム開発案件に関しましては、工程管理及び進捗管理を徹底・強化することにより、来

   期の完成を目指し、また別途見込んでおります諸案件につきましても、人材を確保しながら並行的に推進してまい

   ります。     

    中古品小売業界においては、循環型社会への移行を背景に当業界もより身近な存在となり、社会的役割もより重

   要度を増す環境になりつつあります。しかしながら、これに伴ない競合他社及び新規参入業者の増加がみられ、買

   取り面においては買取り価格競争の激化、販売面においては顧客による店舗の選別化により、より厳しい価格競争

   の業界に変貌してきております。このような中、子会社の大黒屋におきましては、その地域に合った店舗スタイル

   で地域の業界ナンバーワンを目指しました。当下半期の中古品買取り額につきましては、2,911百万円となりまし 

   た。中古品売上高につきましては、4,259百万円となりました。また。当下半期の営業利益につきましては、販売

   が好調であったことから1,159百万円となりましたが、買取り価格の競合が激化し、売上高総利益率は低下する傾 

   向にあります。今後もこの傾向は続くものと考えられますが、対策としましては、買取りバイヤーの育成・強化を

   図ります。本部ディーリング部門を設立して、各店舗によるOJT教育を当該部門で指導できるように、買取り支援 

   のためのシステム開発を行う予定であります。 

（３） 資本の財源及び資金の流動性 

  ① キャッシュ・フローの分析 

    キャッシュ・フローの分析については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおりであります。

  ② 財務政策 

    当社グループの財務政策は、常に資金効率を最大限に高める活動を行いながら、営業活動によるキャッシュ・フ

   ローと金融機関からの長期・短期の借入れにより必要となる十分な資金を確保し、財務体質を強化することにあり

   ます。 

（４） 経営成績に重要な影響を与える要因について 

    「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。  

（５） 経営戦略の現状と見通し 

    当社単独の見通しにつきましては、大型システム開発案件の完成及び稼動後の運用・展開サポート、システ 

   ム保守業務が見込まれます。また、コールセンター、CTI、CRMに関するソリューション事業、新規のシステム受託

   開発、子会社大黒屋の買取り支援システム開発などにより売上の確保を目指しますが、大型システム開発案件の遅

   れの影響により、これら事業の立ち上がりも遅れることとなり、売上高は433百万円、経常損失は85百万円、当期 

   純損失は85百万円となる見込みであります。 

    連結の見通しにつきましては、子会社大黒屋の既存店売上に関しまして、競合他社及び新規参入業者の増加 

   が見られより厳しい価格競争が見込まれることから、5％程度の減収を見込んでおります。新規出店に関しまして 

   は、平成18年10月に大宮店を出店し、さらに新規出店基準を充たした物件を対象に年間3店舗程度の出店を計画し 

   ております。連結の売上高は10,236百万円、経常利益は988百万円、当期純利益は337百万円となる見込みでありま

   す。 

（６） 経営者の問題意識と今後の方針 

    当社は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めております。今後も業

   種・業態を越えた企業間競争が一層激化するものと予想されますが、競合他社との差別化を図り、積極的に提案営

   業を推進し、顧客に信頼されるパートナーとなるよう企業価値の最大化を目指してまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

子会社㈱大黒屋の埼玉地区への進出となる大宮店開設に向け建設仮勘定11百万円、入居保証金12百万円の設備投

資を実施しました。 

２【主要な設備の状況】 

 平成18年９月30日現在における事業所別の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．投下資本の金額は、帳簿価額であります。 

２．本社の建物は賃借しております（417㎡）。    

３．上記中［ ］書は、賃貸中のものを内数で表示しております。なお、貸与資産はテナントビルとその駐車場

で、貸与先は株式会社ディープ他13者であります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

５．上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定を含んでおります。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

土地 
建物 

（千円）
構築物 
（千円）

工具器
具備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員
数 
（名） 

面積
（㎡） 

金額 
（千円）

本社 

（東京都品川区） 

 ITソリューシ

ョン事業 

会社統括業

務および企

画・開発 

－ － － － 1,430 1,430 5 

貸与資産 

（名古屋市名東区） 
 不動産賃貸業 賃貸ビル 

884.00 

[884.00]

179,719 

[179,719]

85,836

[85,836]

2,483

[2,483]
－ 268,039 － 

貸与資産 

（岐阜県各務原市） 
 不動産賃貸業 賃貸ビル 

855.87 

[855.87]

48,801 

[48,801]

5,813

[5,813]

70

[70]
－ 54,685 － 

名称 
台数
（台） 

リース期間 
年間リース料
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

複写機 

（所有権移転外ファイ

ナンス・リース） 

2 平成13年４月～平成18年10月 614 51 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（名） 

建物及び
構築物 
（千円）

機械装置
及び運搬
具 
（千円）

土地 
（千円）
(面積㎡)

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

株式会社大黒屋  千葉県船橋市  
 質屋、古物販

売業 
 販売業務施設 177,311 7,431 167,553 120,963 473,260 138 

 ザグ株式会社  同上  不動産賃貸業  同上 11,631 － 89,400 － 101,031 － 

 株式会社エビス  同上  同上  同上 － － 28,600 － 28,600 － 



３【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備の新設等  

 当社グループの設備投資については、景気変動、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  

 （注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

総額 

(千円) 

既支払額 

(千円) 
着手 完了 

株式会社大黒

屋大宮店 

埼玉県さいた

ま市 

質屋、古物販

売業 
 営業店舗 35,600 23,800  自己資金 

平成18年 

8月23日  

平成18年 

10月4日  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成18年12月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は

含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 140,000,000 

計 140,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 36,223,850 36,223,850 ジャスダック証券取引所 － 

計 36,223,850 36,223,850 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は次のとおりであります。 

①平成15年12月19日第21期定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．行使価額の調整 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

３．権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

４．権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

    ②平成16年12月22日第22期定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  
事業年度末現在 

（平成18年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 900（注）１ 900（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 90,000 90,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 420（注）２ 420（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月19日 

至 平成20年１月18日 

自 平成16年１月19日 

至 平成20年１月18日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     420 

資本組入額    210 

発行価格     420 

資本組入額    210 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

代用払込みに関する事項  － －  

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  
事業年度末現在 

（平成18年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個）   1,550（注）１   1,550（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 155,000 155,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 294（注）２ 294（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月19日 

至 平成21年１月21日 

自 平成17年７月19日 

至 平成21年１月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   294 

資本組入額  147 

発行価格   294 

資本組入額  147 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

代用払込みに関する事項 －  －  



    ２．行使価額の調整 

          行使価格は、権利付与日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の株式会社ジャスダック証

    券取引所が公表する当社普通株式の最終価格の平均値に1.05を乗じた金額とし、1円未満の端数は切り上るただ 

    し、その価額が権利付与日の株式会社ジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価額（当日に当該

    売買価額がない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合には、権利付与日の株式会社ジャスダック

    証券取引所が公表する当社普通株式の最終価額とする。 

         なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未 

        満の端数は切り上げるものとする。 

３. 権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、

対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

４. 権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

①平成15年３月７日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は100株であります。 

２．払込金額の調整 

(1) 当社が新株予約権発行後に株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により1株当たり払込

金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数を切り上げる。 

(2) 当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整

することができ、調整の結果生じる1円未満の端数を切り上げる。 

(3)①当社が時価を下回る払込価額で当社普通株式を発行する場合、当社は次の算式により1株当たり払込金

額を調整し、調整の結果生じる円未満小数点第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。なお、

次の算式において、「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含ま

ないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を処分する場合には、

「新発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとする。 

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  
事業年度末現在 

（平成18年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 26,190（注）１ 26,190（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,619,000  2,619,000  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 190（注）２ 190（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年３月25日 

至 平成19年10月31日 

自 平成15年３月25日 

至 平成19年10月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   194 

資本組入額  97 

発行価格   194 

資本組入額  97 

新株予約権の行使の条件 － － 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ （注）３ 

代用払込みに関する事項  － －  

調整後１株あたり払込金額 ＝ 調整前１株当たり払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率 

    既発行 

株式数 
+
新発行・処分株式数× 1 株当たりの発行・処分価額 

調整後 

行使価額 
= 
調整前 

行使価額
× 

時価 

既発行株式数+ 新発行・処分株式数 



②行使価額調整式に使用する「時価」とは、当社が普通株式の発行を決議する当該取締役会の決議日にお

ける株式会社ジャスダック証券取引所が公表する当社の普通株式の最終価格（当日に当該売買価格がな

い場合は、その日に先立つ直近日の当該売買価格）とする。なお、当社の普通株式が証券取引所に上場

された場合には、行使価額調整式に使用する時価は、当該証券取引所（同時に複数の証券取引所に上場

された場合は主要な一取引所）における当社の普通株式の普通取引の終値（当日に終値がない場合は、

その日に先立つ直近日の終値）とする。主要な一取引所とは、当社の普通株式の普通取引の出来高、値

付率等を考慮して当社が最も適切と判断する証券取引所をいう。 

③行使価額調整式に使用する「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日が

ない場合は調整後の行使価額を適用する日の一ヶ月前の日における当社の発行済株式数とする。 

③行使価額調整式に使用する「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日が

ない場合は調整後の行使価額を適用する日の一ヶ月前の日における当社の発行済株式数とする。 

④行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が1円未満に留まるときは、行使

価額の調整は行わない。ただし、調整されなかった当該差額は、その後行使価額の調整を必要とする事

由が発生した場合に当該調整において反映される。 

(4) 時価を下回る価格を行使価額とする新株予約権証券若しくは新株予約権が付与された証券の発行を行う

場合又は時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合にも、前号に従い行使価額を調整する。 

(5) 毎年９月３０日又は３月３１日（以下「決定日」という。）までの売買の成立した５連続取引日（決定

日を含み、決定日から起算して順次取引の成立した５日間をいう）の株式会社ジャスダック証券取引所が公

表する当社の普通株式の最終価格の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じたときは、その端数を切り上

げた金額）が、決定日に有効な行使価額を１円以上下回る場合には、行使価額を前記により算出された金額

に修正し、決定日以降これを適用する。 

３．本新株予約権の移転に際しては、譲受人の氏名及び住所を新株予約権原簿に記載し、かつその氏名を新株予

約権証券に記載しなければ、譲受人は本要項に基づく権利を当社に主張できない。本新株予約権の移転に伴

い、新株予約権原簿及び新株予約権証券の名義書換を当社に請求する場合は、その新株予約権証券の個数、

譲受人の氏名及び住所その他必要な事項を記載した当社所定の書式により請求し、かつその新株予約権証券

を当社に提出してその名義書換手続を受けるものとする。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  （注）1．第三者割当  3,572千株   

発行価格   420円 

資本組入額  210円 

割当先   株式会社オリエンタルランド 

     2．第三者割当  22,000千株   

発行価格   250円 

資本組入額  125円 

      割当先   オリオン・キャピタル・マネージメント㈱ 

      齋藤祐二、齋藤雄大、齋藤武、齋藤勝雄、齋藤菜奈、齋藤豊子、齋藤幸子 

     3．資本金の減少は欠損填補によるものであります。  

     4．資本準備金の減少は、4,359,786千円は欠損填補によるものであり、1,133,292千円はその他資本剰余金に振

      替えたものであります。 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が20単元（2,000株）含まれております。  

２．自己株式567株は「個人その他」に５単元及び「単位未満株式の状況」に67株を含めて記載しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年９月26日 

（注）1 
3,572,000 14,223,850 750,120 3,719,819 750,120 3,743,079 

平成18年３月30日 

（注）2 
22,000,000 36,223,850 2,750,000 6,469,819 2,750,000 6,493,079 

平成18年８月７日 

（注）3,4 
－ 36,223,850 △2,469,819 4,000,000 △5,493,079 1,000,000 

  平成18年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府および
地方公共団
体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 1 10 19 1 4 1,847 1,882 － 

所有株式数

（単元） 
－  8,358 1,330 150,515 597 56 201,380 362,236 250  

所有株式数の

割合（％） 
－  2.31 0.37 41.55 0.16 0.02 55.59 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主でなかったオリオン・キャピタル・マネージメント株式会社は、当事業年度末では主要

   株主になっております。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

  平成18年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

オリオン・キャピタル・マネ

ージメント株式会社 
東京都港区高輪２丁目15-８ 14,000 38.64 

宮本 雅史 東京都目黒区 7,564 20.88 

齋藤 祐二 千葉県市川市 3,600 9.93 

齋藤 雄大 千葉県船橋市 2,000 5.52 

齋藤 武 千葉県船橋市 1,000 2.76 

株式会社オリエンタルランド 千葉県浦安市舞浜１－１ 911 2.51 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 835 2.30 

齋藤 勝夫 千葉県船橋市 410 1.13 

齋藤 菜奈 千葉県船橋市    400 1.10 

齋藤 豊子 千葉県浦安市 310 0.85 

計 ────── 31,031 85.66 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,223,100      362,231    － 

単元未満株式 普通株式      250 － － 

発行済株式総数 36,223,850   － 

総株主の議決権 －    362,231 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法改正後の商法280条ノ20並びに商法280

条ノ21の規定により当社取締役及び従業員に対して、新株予約権を付与することを平成15年12月19日開催の第21期定

時株主総会、平成16年12月22日開催の第22期定時株主総会及び平成17年12月22日開催の第23期定時株主総会において

決議されたものであります。 

 その内容については、次のとおりであります。 

① 平成15年12月19日開催の第21期定時株主総会決議に基づくもの 

  

② 平成16年12月22日開催の第22期定時株主総会決議に基づくもの 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ディーワ

ンダーランド 

東京都品川区東五

反田５丁目２３番 

７号 

 500 － 500  0.00  

計 －  500 － 500  0.00  

決議年月日 平成15年12月19日 

付与対象者の区分及び人数 取締役１名 従業員１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 125,000 

新株予約権の行使時の払込金額 420円（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月19日 

至 平成20年１月18日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項  － 

決議年月日 平成16年12月22日 

付与対象者の区分 取締役２名 従業員４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 210,000 

新株予約権の行使時の払込金額 294（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月19日 

至 平成21年１月21日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項  － 



 （注）１．行使価額の調整 

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

２. 権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、

対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

３. 権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

③ 平成17年12月22日開催の第23期定時株主総会決議に基づくもの 

 （注）１．行使価額の調整 

      行使価額は、権利付与日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の株式会社ジャスダック

証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格の平均値に1.05を乗じた金額とし、1円未満の端数は切り上げ

る。ただし、その金額が権利付与日の株式会社ジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格

（当日に取引が成立しない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合には、権利付与日の株式会社

ジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げるものとする。 

２. 権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、

対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

３. 権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

    ４．提出日の前月末（平成18年11月30日）現在、被付与者はありません。 

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

決議年月日 平成17年12月22日 

付与対象者の区分 当社の取締役及び従業員（注）４ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 300,000を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年１月５日 

至 平成24年１月４日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項  － 

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



２【自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類等】   

   該当事項はありません。 

  

 （1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません 

  

 （2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

 （3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   該当事項はありません。 

  

 （4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   該当事項はありません。  



３【配当政策】 

 当社の株主各位への利益還元に関する基本的な考え方は、業績の進展に応じ、株式の分割等をタイムリーかつ有機

的に組み合わせて実施し、投資家尊重の立場で対応することを基本方針としております。今後につきましては、業績

回復に注力するとともに、財務体質の強化をはかり、株主各位のご期待に添うべく、利益還元を目指し、全力を傾け

ていく所存であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所における最高・最低株価を記載しており、それ以前は日本証券

業協会が公表する最高・最低株価を記載しております。なお、第23期の事業年度別最高・最高株価のうち、※

は日本証券業協会が公表する最高・最低株価を記載しております。  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） ジャスダック証券取引所における最高・最低株価を記載しております。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高（円） 780 654 450 
553 

※258 
368 

最低（円） 410 300 165 
175 

※165 
168 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 294 300 249 233 258 235 

最低（円） 213 199 195 182 194 199 



５【役員の状況】 

（注）1．取締役大西幸志は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   2．監査役浅井 昭弘及び内村 幸弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
ＣＥＯ 久野 哲彦 (昭和33年３月27日生)

平成８年５月 株式会社ワーナーミュージック・

ジャパン情報システム部マネージ

ャー 

平成９年７月 日本オラクル株式会社コンサルテ

ィングサービス本部プラクティス

マネージャー 

平成15年９月 当社 特別顧問 

平成15年11月 当社入社 開発統轄部長 

平成15年12月 当社 取締役 

平成16年10月 当社 取締役ＣＯＯ兼システム開

発事業部長 

平成17年３月 当社 代表取締役社長（現任） 

－ 

取締役  管理部長 脇村 正紀 (昭和21年５月２日生)

昭和47年４月 日興證券株式会社入社 

平成５年７月 同社名古屋引受部長 

平成６年４月 同社名古屋法人部長 

平成12年11月 インベスコ投信投資顧問株式会社

コンプライアンスオフィサー 

平成13年４月 インベスコ証券株式会社取締役社

長 

平成14年５月 インベスコ投信投資顧問株式会社

常任監査役 

平成15年５月 日本エフエーシステム株式会社常

任監査役 

平成17年６月 ゼネラルエンジニアリング株式会

社経営企画室顧問 

平成18年６月 当社取締役管理部長就任（現任） 

－ 

取締役   大西 幸志 (昭和36年７月15日生)

昭和60年４月 株式会社三和銀行入行 

平成14年３月 新日本建物株式会社入社アセット

ソリューション部長 

平成16年４月 株式会社価値総合研究所入社主任

研究員 

平成17年11月 森電機株式会社入社 

平成18年３月 オリオン・キャピタル・マネージ

メント株式会社代表取締役社長 

平成18年６月 当社社外取締役就任（現任） 

－ 

常勤監査役   田中 嘉博 (昭和10年７月25日生)

昭和34年４月 株式会社中央相互銀行（現 株式

会社愛知銀行）入行 

平成２年８月 当社出向 総務部経理課長 

平成５年４月 当社内部監査室長 

平成５年９月 当社入社 内部監査室長 

平成５年12月 当社常勤監査役（現任） 

2 

監査役   浅井 昭弘 (昭和30年４月26日生)

平成２年２月 税理士登録 

平成３年10月 有限会社アサイビジネスサーチャ

ー設立 

 代表取締役社長（現任） 

平成５年１月 浅井昭弘税理士事務所開業（現

任） 

平成７年12月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   内村 幸弘 (昭和41年５月19日生)

平成６年３月 株式会社エスシステム 入社 

平成13年３月 同社社長室付（現任） 

平成15年９月 当社監査役（現任）  

－ 

        計 2 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    当社では、適時情報開示を積極的に行うことで経営の透明性と公正性を高め、遵法経営を念頭に置きながら

永続的利益の追求による企業価値の最大化を図ってまいります。また、社会的環境の変化に迅速に対応し得る

経営組織を構築し維持すること、株主重視を意識した経営の舵取りをしていくことで、実効性のあるコーポレ

ート・ガバナンス体制を構築することが重要であると認識しております。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

    当社の取締役会は、5名の取締役（内、非常勤取締役2名）で構成されており、少数の取締役による迅速かつ

効率的な経営の意思決定を行うことができる体制であり、取締役会規定に定める経営に関する重要事項の決議

及び経営方針に従った業務の進捗確認等を行っております。さらに、当社では、取締役会における迅速かつ的

確な意思決定に寄与する機関として経営会議を設置し適宜開催しております。 

    当社は、監査役3名（内、非常勤監査役2名）からなる監査役制度を採用しております。監査役は、定期的な

監査役会の開催のほか、取締役会を含む社内の重要な会議への出席、会社財産の調査及び業務の調査等を通じ

て取締役の職務執行を監査しており、不正な行為または法令もしくは定款に違反する事項の発生防止に取り組

んでおります。 

   なお、社外取締役、社外監査役とも当社との間に特別な利害関係はありません。 

  ②会社の経営上の意思決定、執行及び監督に関わる管理組織、その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

   当社グループの経営組織とコーポレート・ガバナンスを維持するための概要は次図の通りです。 

③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

     当社は、小規模組織で個々の役職員まで把握できる状況にあるため、代表取締役自らが繰り返し企業理念の精

神を役職員に伝えることにより、法令及び定款を遵守した行動がとられる経営体制の確立に努めております。具

体的には、緊急時の連絡体制の確認を行うとともに、風通しの良い社風の維持を心掛け、社内におけるコンプラ

イアンス違反行為が行われ、または行われようとしていることに気がついたときは、報告・連絡・相談が迅速に

行われるようにしております。加えて、コンプライアンスの徹底を図るため、管理部においてコンプライアンス

の取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に研修等を通じ指導しております。 

         当社は、グループの事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リスク管理体制を整備し、本社 

       管理部はこれらを横断的に推進し、管理する体制となっております。なお、子会社の経営については、その自主 

       性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行うこととなっております。 



     なお、重要な法務的問題及びコンプライアンスに関する事項については、社外の顧問弁護士の指導を受けてい

ます。 

④内部監査及び監査役監査の状況 

        内部監査につきましては、社内各部門の責任者が監査役と連携して、他部門の業務執行状況について、定期的な

      業務監査を行っております。監査役は、定期的な監査役会の開催のほか、取締役会を含む社内の重要な会議への出

      席、会社財産の調査及び業務の調査等を通じて取締役の職務執行を監査しており、不正な行為または法令もしくは

      定款に違反する事項の発生防止に取り組んでおります。 

  

  ⑤会計監査の状況 

       当社は、中央青山監査法人との間で監査契約を締結し、会社法及び証券取引法に基づく会計監査を受けておりま 

     したが、平成18年7月1日より一時会計監査人として明誠監査法人と監査契約を締結し、監査契約に基づき会計監査 

     を受けております。当連結会計年度において、会計監査を執行した公認会計士の氏名、及び会計監査業務に係る補 

     助者の構成は以下のとおりです。 

       なお、両監査法人及び当社監査に従事する両監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありま 

     せん。 

     ・業務を執行した公認会計士の氏名 

     中央青山監査法人： 代表社員  業務執行社員  齋藤正三 

               指定社員  業務執行社員  大木智博 

     明誠監査法人  ： 代表社員  業務執行社員  武田 剛 

               指定社員  業務執行社員  西谷富士夫 

    ・会計監査業務に係る補助者の構成 

     中央青山監査法人： 公認会計士 3名、会計士補3名、その他3名 

     明誠監査法人  ： 公認会計士 3名、その他1名 

  

  ⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

    当社の社外取締役である大西幸志は、当社の関係会社であるオリオン・キャピタル・マネージメント株式会社の

   代表取締役であります。同社は、平成18年12月27日現在、当社の議決権の38.64％を保有する主要株主であります 

   が、社外取締役個人が当社との間に直接利害関係を有するものはありません。また、社外監査役である浅井昭弘及

   び内村幸弘と当社の間に取引関係その他の利害関係はありません。 

  

（２）リスク管理体制の整備の状況   

    当社は、コンプライアンス、事業等のリスク（システム開発の遅延、特定顧客への依存、人材の確保、適切な組

   織対応）及び情報セキュリティー等にかかるリスクについては、各々の所管業務部署にて、規則・ガイドラインの

   制定、研修の実施等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は管理部が行うものとしており

   ます。 

    新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定めることとしておりま

   す。 

    また、法律上の判断が必要な際には、顧問弁護士に随時確認をするなどして、経営に法律面のコントロール機能

   が働くようにしております。 

  

（３）役員報酬の内容   

取締役の年間報酬額 34,240千円 （うち社外取締役  0千円） 

監査役の年間報酬額  8,304千円 （うち社外監査役1,200千円） 

（４）監査報酬の内容 

当社の、当該事業年度に係る公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する事務に基づく会計監

査人報酬等の額 

   ⅰ．中央青山監査法人（平成18年9月1日付で、みすず監査法人に名称変更） 21,000千円 

   ⅱ．明誠監査法人                           3,600千円 

上記以外の報酬額はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 ただし、前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書につ

いては、前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の

財務諸表、当連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日）の中間連結財務諸表及び当事業年度（平成17

年10月１日から平成18年９月30日）の中間財務諸表については中央青山監査法人（平成18年９月１日付で、みすず監

査法人に名称変更）により監査を受け、また当連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の連結

財務諸表及び当事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の財務諸表について、明誠監査法人により

監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

前事業年度、当連結会計年度の中間連結会計期間及び当事業年度の中間会計期間  

 中央青山監査法人（平成18年９月１日付で、みすず監査法人に名称変更） 

当連結会計年度及び当事業年度  

 明誠監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

    当連結会計年度から連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度については記載しておりません。 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金 ※1  1,089,628

２．売掛金 ※1  205,034

３．営業貸付金 ※1  1,316,967

４．たな卸資産 ※1  2,556,665

５．繰延税金資産  595,592

６．その他  71,347

貸倒引当金  △4,750

流動資産合計  5,830,486 30.4

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※2  

(1）建物 ※1 278,855

(2）構築物  4,291

(3）土地 ※1 514,075

(4）その他  129,825

有形固定資産合計  927,047 4.8

２．無形固定資産  

(1）のれん  10,926,429

(2）その他  46,722

無形固定資産合計  10,973,151 57.3

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  74,156

(2）保証金  286,630

(3）繰延税金資産  1,032,240

(4）その他  36,026

貸倒引当金  △1,670

投資その他の資産合計  1,427,384 7.5

固定資産合計  13,327,582 69.6

資産合計  19,158,069 100.0 

   
 



   
当連結会計年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．短期借入金 ※1,3  250,000

２．１年以内返済の長期借  
  入金 

※1,4  600,000

３．未払法人税等  382,283

４．前受金  244,129

５．賞与引当金  36,598

６．ポイントカード引当金  94,818

７．受注損失引当金  200,014

８．その他  106,495

流動負債合計  1,914,339 10.0

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金 ※1,4  10,400,000

２．退職給付引当金  8,394

３．役員退職慰労引当金  9,549

４．その他  60,050

固定負債合計  10,477,993 54.7

負債合計  12,392,333 64.7

   

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  4,000,000

２．資本剰余金  2,133,292

３．利益剰余金  625,433

４．自己株式  △603

株主資本合計  6,758,121 35.3

Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差
額金 

 △2,861

評価・換算差額等合計  △2,861 0.0

Ⅲ 新株予約権  10,476 0.0

純資産合計  6,765,735 35.3

負債純資産合計  19,158,069 100.0 

   



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  4,844,443 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,908,790 60.0

売上総利益  1,935,652 40.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※1 1,187,211 24.5

営業利益  748,441 15.5

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  561

２．受取配当金  807

３．受取保険金  5,302

４．消費税還付金  1,763

５．その他  5,111 13,546 0.2

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  190,994

２．借入手数料等  400,278

３．その他  33,917 625,191 12.9

経常利益  136,797 2.8

Ⅵ 特別利益  

１．投資有価証券売却益  47,927

２．貸倒引当金戻入  15,505

３．前期損益修正益  8,699

４．その他  583 72,715 1.5

Ⅶ 特別損失  

１．減損損失 ※2  521,367

２．受注損失引当金繰入  200,014

３．その他  22,983 744,365 15.3

税金等調整前当期純損
失 

 534,853 △11.0

法人税、住民税及び事
業税 

 365,541

法人税等調整額  △1,500,927 △1,135,386 △23.4

当期純利益  600,533 12.4

   



③【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日 残高 

（千円） 
3,719,819 3,743,079 △6,804,706 △603 657,588 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 2,750,000 2,750,000 － － 5,500,000 

欠損金の填補 △2,469,819 △4,359,786 6,829,606 － － 

当期純利益 － － 600,533 － 600,533 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 

  

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
280,180 △1,609,786 7,430,139 － 6,100,533 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
4,000,000 2,133,292 625,433 △603 6,758,121 

 

評価・換算
差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価
証券評価差
額金 

平成17年９月30日 残高 

（千円） 
22,773 10,476 690,837 

連結会計年度中の変動額    

新株の発行 － － 5,500,000 

欠損金の填補 － － － 

当期純利益 － － 600,533 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 

  

△25,634 － △25,634 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
△25,634 － 6,074,898 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
△2,861 10,476 6,765,735 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純損
失 

 △534,853

減価償却費  40,505

減損損失  521,367

のれん償却額  280,164

貸倒引当金の減少額  △14,574

賞与引当金の減少額  △643

ポイントカード引当金
の増加額 

 25,995

退職給付引当金の増加
額 

 835

役員退職慰労引当金の
増加額 

 549

受注損失引当金の増加
額 

 200,014

受取利息及び受取配当
金 

 △1,369

支払利息、借入手数料
等 

 591,273

株式交付費  25,061

投資有価証券売却益  △47,927

売上債権の増加額  △118,650

たな卸資産の増加額  △499,200

未払金の減少額  △68,141

その他  △16,111

小計  384,295

利息及び配当金の受取
額 

 1,369

利息の支払額  △190,024

法人税等の支払額  △604,830

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △409,190

 



   
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

固定資産取得による支
出 

 △18,465

投資有価証券売却によ
る収入 

 97,605

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出 

※2  △3,733,135

その他  △12,584

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △3,666,580

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入れによる収入  50,000

短期借入金の返済によ
る支出 

 △3,500,000

長期借入れによる収入  11,000,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △7,500,000

借入手数料等の支払額  △499,954

株式の発行による収入  5,500,000

株式の発行による支出  △25,061

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 5,024,984

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 949,213

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 140,415

Ⅶ 現金及び現金同等物期末
残高 

※1  1,089,628

   



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社は、当連結会計年度において、株式会社大黒屋、ザグ株式会社、株式会社エビス、株式会社大黒屋ホールディン

グス4社の株式を取得したことに伴い、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しております。当連結会計年度は営業

活動の結果、748百万円の連結営業利益となりました。しかし、個別財務諸表においては、平成13年9月期以降継続的に

営業損失を計上し、また連結営業キャッシュ・フローも当連結会計年度には409百万円と大幅なマイナスとなっており

ます。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

翌連結会計年度以降当企業集団は、子会社の潤沢なキャッシュ・フローにより、連結ベース資金繰りは安定的で、連結

営業キャッシュ・フローは来期よりプラスに転じる見込みであります。 

 当社は、当該状況を解消すべく、ITソリューション事業を収益の柱として成長させるための重点課題として、「シス

テム開発体制の充実」と「営業力の強化」を掲げて、総力をあげて取り組んでまいります。 

 「システム開発体制の充実」につきましては、顧客のビジネスの本質を理解し、ビジネス戦略を提案するコンサルテ

ィング能力とIT技術を駆使したシステム構築能力の両方を備え、かつ管理・調整能力を併せ持った核となる人材の確保

を進めると同時に、プロジェクト毎に専門性が高い外部スタッフを有効に活用し、コストを意識した上で、納期の厳

守、品質の確保、顧客ニーズへのきめ細かい対応ができる体制の強化に取り組んでまいります。 

 「営業の強化」につきましては、当面の営業活動は、当社グループを含め、取引先等の人脈を最大限に活用し、受注

目標先を絞り込んで行いますが、開発体制の充実に合わせて、人員を拡充いたします。また、顧客のビジネス展開を見

極めて、そのために必要なシステムを先取りし積極的な提案を行い、顧客の期待に応え、その積み重ねで真のビジネス

パートナーといえる信頼関係を築き、安定的に受注を確保できる体制の確立を目指して、全社的に取り組んでまいりま

す。 

（当社グループの経営計画の概要） 

  

  さらに、大黒屋の子会社化により、当社が持つインターネット上のインフラ構築および運用のノウハウと、大黒屋 

 が所有するブランド品に対する高度な査定・買取りに関するノウハウを融合させて、ブランド品リサイクルのインタ 

 ーネット・オークション事業への参入を目指しておりますが、その早期立ち上げに向けて当社グループは力を合わせ 

 て取り組んでまいります。 

  連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映して 

 おりません。 

決算期 平成19年度上期(百万円) 平成19年度下期(百万円) 平成19年９月期(百万円) 

 売上高  5,426 4,810 10,236 

 経常利益 508 480 988 

 当期利益 177 160 337 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 ４社 

 連結子会社の名称 

  株式会社大黒屋   

  ザグ株式会社 

  株式会社エビス 

  株式会社大黒屋ホールディングス 

 ※ 平成18年3月31日に株式を取得した株

  式会社大黒屋、ザグ株式会社、株式会 

  社エビスの３社並びに平成18年3月3日 

  に株式を取得した株式会社大黒屋ホー 

  ルディングスは、当連結会計年度より 

  連結子会社となりました。なお、株式 

  会社大黒屋、ザグ株式会社、株式会社 

  エビスの３社は当中間連結会計期間末 

  日の平成18年3月31日が支配獲得日であ

  り、株式会社大黒屋ホールディングス 

  については当中間連結会計期間末日を 

  支配獲得日とみなしているため、これ 

  ら４社については、同日以降の財務諸 

  表のみを連結しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 関連会社がないため、持分法は適用して

おりません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、株式会社大黒屋、ザ

ク株式会社の期末決算日は３月31日、株

式会社エビスの期末決算日は４月30日で

あります。 

 連結財務諸表作成にあたっては、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  連結会計年度末の市場価格等に基づ 

  く時価法（評価差額は全部純資産直 

  入法により処理し、売却原価は移動 

  平均法により算定）によっておりま 

  す。 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によってお 

  ります。 

 ②たな卸資産 

  商品 

   個別法による原価法によっており 

   ます。 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法によ 

   っております。 

  仕掛品 

   個別法による原価法によっており 

   ます。 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

 定率法によっております。 

  ただし、建物（建物附属設備を除 

  く）については定額法によっており 

  ます。なお、主な耐用年数は以下の 

  とおりであります。 

  建物    ７年～47年 

  構築物   ３年～40年 

  車両運搬具 ３年～６年 

  工具器具備品３年～20年 

 ②無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、 

 社内における利用可能期間（３～５ 

 年）による定額法により償却しており 

 ます。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、

 一般債権については貸倒実績率により、 

 貸倒懸念債権等特定の債権については個 

 別に回収可能性を検討し、回収不能見込 

 額を計上しております。 

 ②賞与引当金 

  従業員に支給する賞与に充てるため、将

 来の支給見込額のうち、当連結会計年度 

 末の負担額を計上しております。 

 ③ポイントカード引当金 

  販売促進を目的とするポイントカード制

 度に基づき、顧客へ付与したポイントの 

 利用に備えるため、当連結会計年度末に 

 おいて将来利用されると見込まれる額を 

 計上しております。 

 ④受注損失引当金 

  受注契約に係る将来の損失に備えるた 

 め、当連結会計年度末における受注契約 

 に係る損失見込額を計上しております。 

 ⑤退職給付引当金 

  当社では、従業員の退職給付に備えるた

 め、当連結会計年度末における退職給付 

 債務の見込額に基づき、当連結会計年度 

 末において発生していると認められる額 

 を計上しております。なお、連結子会社 

 は、当連結会計年度末における退職給付 

 債務及び年金資産の見込額に基づき、当 

 連結会計年度末において発生していると 

 認められる額を計上しております。 

 ⑥役員退職慰労引当金 

  当社では、役員の退職慰労金の支出に備

 えるため、内規に基づく当連結会計年度 

 末要支給額を計上しております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

にかかる方法に準じた会計処理によって

おります。 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税の会計処理 

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております 

② 質屋業における収益計上時期について 

  売上高には質屋業における質料が含 

 まれております。質料は営業貸付金に 

 対する利息と質物（担保物）に関する 

 保管料を合わせた性格を有するもので 

 あります。この質料は後払いで入金さ 

 れますが、質料を支払って契約を継続 

 するか流質させる（質物を放棄し、債 

 務の弁済に充てる）かについては、顧 

 客に選択肢があるため、質料は入金時 

 点で認識し、売上計上しております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

６．のれんの償却に関する事

項 

 のれんの償却については、20年間の均等

償却を行っております。 

７．連結納税制度  連結納税制度の適用 

 当社及び連結子会社は、平成18年10月

１日に開始する連結会計年度より連結納

税の適用を受けることにつき、国税庁長

官の承認を受けました。また、当連結会

計年度より「連結納税制度を適用する場

合の税効果会計に関する当面の取扱い

（その１）」（実務対応報告第５号）及

び「連結納税制度を適用する場合の税効

果会計に関する当面の取扱い（その

２）」（実務対応報告第７号）に基づ

き、連結納税制度の適用を前提とした会

計処理及び表示をしております。 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

 ※１．担保提供資産及び担保付債務 

  担保資産は、借入のために以下の質権、抵当権及び譲渡担保を設定しております。 

担保提供資産 対象債務 

建物 抵当権  91,650千円 短期借入金  

  

150,000千円 

  土地  抵当権  228,521千円 

預金  質権  136,349千円   

 1年以内返済の長期借金 

  

  

 長期借入金 

  

  

 600,000千円 

  

  

 10,400,000千円 

  

売掛金  譲渡担保  204,895千円 

営業貸付金  譲渡担保  1,316,967千円 

たな卸資産  譲渡担保  2,222,475千円 

建物  抵当権  94,876千円 

土地  抵当権  281,295千円 

 

  上記以外に商標権の質権設定をしております。 

  なお、関係会社株式（取得価額21,756,347千円）につきましては質権が設定されておりますが、連結子会社の株 

 式のため連結貸借対照表では相殺消去されております。 

  上記債務の総額以外に極度額1,000百万円のリボルビング・ファシリティ契約（当連結会計年度末現在未使用）が 

 あります。 

  

 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 

            587,759千円 

  

 ※３．当社は運転資金調達のため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づく当連結会計年度  

   末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 当座貸越極度額 300,000千円 

 借入実行残高 100,000千円 

 差引額 200,000千円 

 ※４．財務制限条項 

    借入金のうち、長期借入金11,000,000千円（うち１年以内返済額600,000千円）について㈱大黒屋ホールディン 

   グス（以下借入人）、並びに㈱大黒屋、ザグ㈱、㈱エビス（以下保証人）（以下借入人及び保証人を総称して本 

   件融資関係人）に強制期限前弁済、財務制限条項、資産制限条項がついており、これらに抵触した場合、融資契 

   約上の全ての債務について期限の利益を失います。 

 （1）強制期限前弁済 

    次の各号に定める事由のいずれかが生じた場合、当該各号に定める金額にて個別貸付の期限前弁済を行うことを 

   要する。但し、全貸付人の書面による事前の承認を得た場合及び本件融資関係人の新店舗出店その他これに類す 

   る事業拡大のための合理的に必要となる金額の資金調達を行う場合を除く。 

   ① 本件融資関係人が、募集株式の発行、募集新株予約権の発行、新株予約権付社債の発行、自己株式の処分その 

    他エクイティ・ファイナンスによる資金調達を行った場合：当該資金調達（但し、当該資金調達に係る諸経 

    費、公租公課を控除後）の100％相当額 

   ② 本件融資関係人が、借入れ、社債の発行その他デッド・ファイナンスによる資金調達を行った場合：当該資金 

    調達額（当該資金調達に係る諸経費、公租公課を控除後）の100％相当額 

  

 



当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

   ③ 本件融資関係人が、その所有する簿価1億円以上の資産を第三者に売却した場合：資産売却代り金（不動産証

    券化・流動化の代り金を含む。但し、当該売却に生ずる諸経費及び公租公課等を控除後）の100％相当額 

   ④ 本件融資関係人において余剰キャッュ・フローが生じた場合：当該キャッシッ・フローの50％相当額 

   ⑤ 本件融資関係人が、本件担保権の対象たる不動産に付保された保険契約に係る保険金を受領した場合：当該保 

    険金額の100％相当額 

   ⑥ 借入人が、本件株式売買契約に基づく損害賠償請求により損害賠償金を受領した場合：当該損害賠償金の 

    100％相当額 

 （2）資産制限条項 

    本件融資関係人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、事業又は重要な資産の全部又は一部の譲渡、

   本件担保権以外の担保設定その他一切の処分を行ってはならない。 

 （3）財務制限条項 

   ① 本件融資関係人は、財務コベナンツ計算書に定める各算式により算出される以下の財務指標値を維持するもの 

    とする。 

  （イ） 貸借対照表に基づく自己資本比率： 

   （a） 平成19年3月期   ：25％以上 

   （b） 平成20年3月期以降 ：30％以上 

  （ロ） 貸借対照表上の純資産の部の合計額：50億円以上 

  （ハ） 貸借対照表上に基づく流動比率：300％以上 

  （ニ） 財務諸表に基づくレバレッジ倍率 

   （a） 平成19年3月期：7.00倍以下 

   （b） 平成20年3月期：5.00倍以下 

   （c） 平成21年3月期：4.00倍以下 

   （d） 平成22年3月期：3.75倍以下 

   （e） 平成23年3月期：3.50倍以下 

  （ホ） DSCR：1.30以上 

  （へ） インタレスト・カバレッジ倍率：3.0倍以上 

   ② 本件融資関係人は、多数貸付人が承認したもの以外の一事業年度あたり10億円を超える設備投資を行ってはな 

    らない。 

   ③ 本件融資関係人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、募集株式の発行、募集新株予約権付社債の 

    発行、その他エクイティ・ファイナンスによる資金調達（但し、本件融資関係人の新店舗出店その他これに類 

    する事業拡大のために合理的に必要とされる金額の資金調達を行う場合を除く。）を行ってはならない。 

   ④ 本件融資関係人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、借入れ、社債の発行その他デッド・ファイ 

    ナンスによる資金調達を行ってはならない。 

   ⑤ 本件融資関係人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、本ローン関連契約に基づく保証債務以外 

    の、第三者に対する保証債務の負担を行ってはならない。 

   ⑥ 本件融資関係人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、一事業年度あたりの累計支払額が二億円を 

    越えることとなるリース契約及びオフバランス取引に係る契約の締結及び履行を行ってはならない。 

   ⑦ 本件融資関係人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、手形、小切手その他のこれらに類する有価 

    証券、証書又は書類の発行を行ってはならない。 

   ⑧ 本件融資関係人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、資本減少、準備金の減少、株式分割、株式 

    併合、合併（予定されている合併を除く）、株式交換又は株式移転を行ってはならない。 

  



（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 給料手当 231,996千円 

 地代家賃 120,566千円 

 支払手数料 132,698千円 

 のれん償却 280,164千円 

 ポイントカード引当金繰入 25,995千円 

 ※２．当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  

  

 （資産グルーピングの方法） 

  事業別に資産のグルーピングを行っており、不動産、ソフト開発事業、共用資産、遊休資産の４区分に分け、さら 

 に不動産については、ロケーションごとに区分しております。 

 （減損損失の認識に至った経緯） 

  これらの資産グループのうち、名古屋及び岐阜の賃貸不動産については、取得時から大幅な時価の下落により、本 

 社共用資産、ソフト開発事業資産については、継続的な営業損益の悪化により、遊休資産については、将来の用途が 

 定まっていないため、減損損失を認識しております。 

 （減損損失の金額） 

  減損損失の内訳は、名古屋の不動産 397,288千円（建物122,385千円、土地272,975千円、構築物1,927千円）、岐 

 阜の不動産103,202千円、（建物10,724千円、土地92,409千円、構築物68千円）、本社ソフト開発事業資産6,363千円

（器具工具備品6,192千円、ソフトウェア171千円）、本社共用資産10,467千円（建物7,078千円、工具器具備品1,480千 

 円、ソフトウェア277千円、電話加入権1,631千円）、遊休資産4,044千円（工具器具備品4,044千円）であります。 

 （回収可能価額の算定方法） 

  資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。名古屋及び岐阜の建物及び土地について 

 は、不動産鑑定評価基準に基づき算定し、本社共用資産の建物については、ゼロ評価し、それ以外の工具器具備品、 

 電話加入権については取引事例価額等により評価しております。 

  

場所 用途 種類 

名古屋  不動産  土地、建物  

岐阜  不動産  土地、建物  

本社  ソフト開発事業  工具器具備品  

本社  共用資産  建物  

本社  遊休資産  工具器具備品  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

 当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式の総数の増加は、第三者割当による新株発行を実施したことによるものであります。 

  

    ２． 配当に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

    ３． 新株予約権に関する事項 

 （注）上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 14,223,850 22,000,000 － 36,223,850 

合計 14,223,850 22,000,000 － 36,223,850 

自己株式     

普通株式 567 － － 567 

合計 567 － － 567 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 
第２回新株予約権 普通株式 2,619,000 － － 2,619,000 10,476 

合計 － 2,954,000 － 90,000 2,864,000 10,476 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と、連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   （平成18年９月30日現在） 

  

 ※２．株式取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに株式会社大黒屋ホールディングスを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内 

   訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  

現金及び預金残高      1,089,628千円

現金及び現金同等物      1,089,628千円

  
   株式会社大黒屋ホールディングス 

  

   なお、株式会社大黒屋ホールディングスの連結子会社である株式会社大黒屋、ザグ株式会社及び株式会社エビスの 

  連結開始時の資産及び負債の内訳はそれぞれ次のとおりであります。 

  

  

  

   

 流動資産 257,058千円 

 固定資産 16,067,965千円 

 流動負債 △3,688,160千円 

 固定負債 △7,500,000千円 

 のれん 368,236千円 

 同社の取得価額 5,505,100千円 

 同社及びその子会社３社の現金及び現金同等物 △1,771,964千円 

 差引：同社及びその子会社３社取得のための支出 3,733,135千円 

 (1) 株式会社大黒屋  

 流動資産 4,750,359千円 

 固定資産 920,279千円 

 流動負債 △1,259,327千円 

 固定負債 △116,524千円 

 (2) ザグ株式会社  

 流動資産 372,695千円 

 固定資産 243,712千円 

 流動負債 △8,604千円 

 固定負債 －千円 

 (3) 株式会社エビス  

 流動資産 429,146千円 

 固定資産 86,652千円 

 流動負債 △5,499千円 

 固定負債 －千円 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

 工具器具備品 12,794 11,554 1,239

合計 12,794 11,554 1,239

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利 

 子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,239   千円

１年超 －  千円

計 1,239   千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低 

 いため、支払利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料および減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,345   千円

減価償却費相当額 595   千円

支払利息相当額 43   千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  (減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。  



（有価証券関係） 

当連結会計年度（平成18年９月30日） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(2）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

(3）時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）有価証券の時価評価額が、取得原価と比べて30％以上下落した場合には、回復可能性が認められる合理的な反証が

ない限り減損処理を行うことを社内基準により規定しております。 

（デリバティブ取引関係） 

区分 

当連結会計年度（平成18年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
      

①株式 － － － 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小計 － － － 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
      

①株式 73,590 68,656 △4,934 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小計 75,390 68,656 △4,934 

合計 73,590 68,656 △4,934 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

97,605 47,927 － 

  
当連結会計年度（平成18年９月30日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 
5,500 

 計 5,500 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職一時金制度と適格退職年金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

(1)退職給付債務 44,055 千円

(2)年金資産 35,661 千円

退職給付引当金 8,394 千円

３．退職給付費用に関する事項 

(1）勤務費用 4,721 千円

退職給付費用 4,721 千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社グループは、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については該当事項はありません。 



（ストック・オプション等関係） 

  当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）  

 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 （1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

 （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式 

  数に換算して記載しております。 

  ① ストック・オプションの数 

  ② 単価情報 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社の取締役及従業員   ２名 当社の取締役及び従業員  ６名 

ストック・オプション数 普通株式    125,000株 普通株式       210,000株 

付与日 平成15年12月19日 平成17年７月19日 

権利確定条件 
 付与日以降、権利確定日（平成16年1月

18日）まで継続して勤務していること 
定めておりません。  

対象勤務期間 
  自 平成15年12月19日 

  至 平成16年１月18日 
定めておりません。  

権利行使期間 
  自 平成16年１月19日 

   至 平成20年１月18日 

   自 平成17年７月19日 

   至 平成21年１月21日 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 － － 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 － － 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 125,000 210,000 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 35,000 55,000 

未行使残 90,000 155,000 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 420 294 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

繰越欠損金    1,892,125千円

減損損失      208,805千円

受注損失引当金      81,406千円

土地評価差額      40,672千円

ポイントカード引当金      39,823千円

未払事業税      34,020千円

その他      29,093千円

繰延税金資産小計    2,325,945千円

評価性引当額    △655,039千円

繰延税金資産合計   1,670,906千円

繰延税金負債 

土地評価差額     △24,458千円

その他有価証券評価差額     △17,886千円

その他     △728千円

繰延税金負債合計     △43,072千円

繰延税金資産（負債）の純額    1,627,833千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異原因となった

主要な項目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失であるため、記載しておりません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業の区分方法 

      事業は、製品等の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

    ２．各区分に属する主な製品・事業内容等 

    ３．営業費用のうち配賦不能営業費用として「消去又は全社」の項目に含めた金額は、442,172千円であり、そ 

      の主なものは当社及び株式会社大黒屋ホールディングスの管理部門に係る費用並びにのれんの償却額であり

      ます。 

４．資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産（12,275,819千円）の主なものは、のれん及び繰延

  税金資産であります。  

  

ＩＴソリ
ューショ
ン事業 
（千円） 

質屋、古物
販売業 
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他の
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業

利益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対

する売上高 
890 4,803,541 37,353 2,658 4,844,443 － 4,844,443 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ － 12,300 － 12,300 (12,300) － 

計 890 4,803,541 49,653 2,658 4,856,743 (12,300) 4,844,443 

営業費用 625 3,644,122 13,407 － 3,658,155 437,846 4,096,001 

営業利益（又は

営業損失） 
264 1,159,418 36,246 2,658 1,198,588 (450,146) 748,441 

Ⅱ．資産、減価償却

費、減損損失及

び資本的支出 

              

資産 334,189 5,995,856 552,202 － 6,882,249 12,275,819 19,158,069 

減価償却費 － 33,236 3,706 － 36,943 2,025 38,968 

減損損失 6,363 － 500,491 － 506,855 14,512 521,367 

資本的支出 － 16,848 － － 16,848 400 17,248 

事業区分 主要製品・事業内容等 

 ＩＴソリューション事業   受託システム開発事業  

  質屋・古物販売業 
 中古ブランドの買取及び商品販売、質屋営業法に基づく

 事業  

 不動産賃貸業   商業ビル・駐車場管理業  

 その他の事業  ゲームソフトロイヤリティの受取り  



【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）において、本邦以外の国又は地域に所在す

る連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）において、海外売上高がないため、該当事

項はありません。 

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

   (1）役員および個人主要株主等 

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件および取引条件の決定方法 

社内における見積額を参考にして協議のうえ、決定しております。 

３．当社の宮本雅史氏からの借入金に対する建物及び土地の担保提供であります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金ま
たは出資
金 

事業の内
容または
職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員 横山俊朗 － － 

株式会社

デジタル

ゴルフ代

表取締役

社長 

(被所有) 

直接 

0.6％ 

兼任 

1  
－ 不動産賃貸 16,800 前受金 1,470 

主要株主 

（個人） 

宮本雅史 － － － 

(被所有) 

直接 

20.9％ 

－ － 

－ － 短期借入金 150,000 

建物の担保提供 

（注3） 
91,650 － － 

土地の担保提供 

（注3） 
228,521 － － 

支払利息 2,812 未払費用 2,342 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額  186円49銭

１株当たり当期純利益金額   23円67銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   23円18銭

 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

1株当たり当期純利益   

 当期純利益（千円） 600,533 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 600,533 

 期中平均株式数（株） 25,373,968 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額（千円） － 

 普通株式増加数（株） 528,202 

 （うち転換社債）（株）  （－） 

 （うち新株予約権）（株） (528,202) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予約権の数2,450個）。 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当社の連結子会社である株式会社大黒屋ホールディングスと株式会社大黒屋、ザグ株式会社及び株式会社エビスは平

成18年12月１日に合併しました。 

 大黒屋ホールディングスが存続会社となって他３社を吸収合併し、同日大黒屋に社名変更しております。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

     該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

  （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

     ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

       ります。 

(2）【その他】 

 当社は、株式会社ニフティから「ディズニーワンダーランド」サービスにおけるスターターキット販売に関す

る欺網行為があったとして、不当利得返還等請求訴訟（総額40,356千円）を東京地方裁判所に提訴されており、

現在係争中であります。 

当該訴訟につきましては弁論は終結しており、判決期日は平成19年１月12日でございます。 

当社としては、株式会社ニフティとの契約遂行において瑕疵があったとは認識しておらず、正当な論拠を主張

し、勝訴すると判断しております。 

 この判決結果につきましては、適時開示させて頂きます。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 200,000 250,000 1.93 － 

一年以内に返済予定の長期借入金 － 600,000 2.14 － 

長期借入金（一年以内に返済予定 

のものを除く。） 
－ 10,400,000 2.96 

自 平成19年12月20日 

至 平成23年９月20日 

合計 200,000 11,250,000 －  －  

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

 長期借入金 600 600 600 8,600 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ．流動資産    

１．現金及び預金  140,415 181,090   

２．売掛金  122 139   

３．仕掛品  126,588 334,189   

４．前払費用  5,693 4,682   

５．未収消費税等  5,982 12,018   

６．繰延税金資産  － 397,458   

７．その他  222 39   

流動資産合計  279,024 23.1 929,617 11.9

Ⅱ．固定資産    

(1）有形固定資産 ※２   

１．建物 ※１ 236,000 91,650   

２．構築物  4,718 2,553   

３．工具器具備品  15,459 1,430   

４．土地 ※１ 593,905 228,521   

有形固定資産合計  850,085 70.4 324,155 4.2

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア  999 －   

２．電話加入権  1,693 62   

無形固定資産合計  2,693 0.2 62 0.0

 



   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  66,505 5,500   

２．関係会社株式  － 5,505,100   

３．保証金  9,082 10,082   

４．繰延税金資産  － 1,022,152   

投資その他の資産合計  75,587 6.3 6,542,834 83.9

固定資産合計  928,366 76.9 6,867,053 88.1

資産合計  1,207,391 100.0 7,796,670 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ．流動負債    

１．短期借入金 ※3,8 50,000 400,000   

２．未払金  31,725 30,120   

３．未払費用  2,627 3,485   

４．未払法人税等  16,882 4,090   

５．前受金  234,170 244,129   

６．預り金  2,974 1,707   

７．株主からの短期借入金 ※1 150,000 150,000   

８．受注損失引当金  － 200,014   

９．その他  10,476 －   

流動負債合計  498,855 41.3 1,033,548 13.2

Ⅱ．固定負債    

１．預り保証金  12,550 12,550   

２．退職給付引当金  － 650   

３．繰延税金負債  15,623 －   

固定負債合計  28,173 2.4 13,200 0.2

負債合計 
 527,029 43.7 1,046,748 13.4

     
 



   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ．資本金 ※4 3,719,819 308.1 － －

Ⅱ．資本剰余金    

(1）資本準備金  3,743,079 －   

資本剰余金合計  3,743,079 310.0 － －

Ⅲ．利益剰余金    

(1）利益準備金  24,900 －   

(2）当期未処理損失  6,829,606 －   

利益剰余金合計  △6,804,706 △563.6 － －

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

 22,773 1.9 － －

Ⅴ．自己株式 ※5 △603 △0.1 － －

資本合計  680,361 56.3 － －

負債資本合計  1,207,391 100.0 － － 

     

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   4,000,000 51.3 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     1,000,000     

(2）その他資本剰余金   －     1,133,292     

資本剰余金合計      － －   2,133,292 27.4 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     24,900     

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     581,858     

利益剰余金合計      － －   606,758 7.8 

４．自己株式     － －   △603 △0.0 

株主資本合計      － －   6,739,446 86.5 

Ⅱ 新株予約権     － －   10,476 0.1 

純資産合計      － －   6,749,922 86.6 

負債純資産合計      － －   7,796,670 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ．売上高     

 １．システム開発売上高  184,000 890   

 ２．不動産賃貸収入  34,159 37,353   

 ３．その他  3,007 221,167 100.0 2,658 40,901 100.0 

Ⅱ．売上原価     

１．システム開発原価  117,925 625   

２．不動産賃貸原価 
 

16,635 134,560 60.8 11,388 12,014 29.4

  売上総利益  86,607 39.2 28,887 70.6

Ⅲ．販売費及び一般管理費     

１．役員報酬  52,884 42,544   

２．給料手当  11,615 10,841   

３．租税公課  16,807 6,228   

４．福利厚生費  4,406 3,699   

５．退職給付費用  － 650   

６．支払手数料  28,453 47,003   

７．業務委託料  5,265 5,948   

８．旅費交通費  3,337 1,891   

９．減価償却費  7,742 2,025   

10．賃借料  12,035 11,389   

11．その他  23,663 166,209 75.2 18,080 150,303 367.5

営業損失   79,602 △36.0 121,415 △296.9

 



  
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ．営業外収益    

１．受取利息 6 0   

２．受取配当金 198 320   

３．為替差益 3 －   

４．機器賃貸収入 1,463 122   

５．消費税還付金 170 1,763   

６．その他 222 2,065 0.9 476 2,683 6.6

Ⅴ．営業外費用    

１．支払利息 3,683 6,768   

２．リース解約損 728 －   

３．機器賃貸原価 534 －   

４．株式交付費 － 25,061   

５．その他 265 5,211 2.3 0 31,830 77.8

経常損失  82,748 △37.4 150,563 △368.1

Ⅵ．特別利益    

 １．固定資産売却益 ※１ 877 －   

 ２．投資有価証券売却益 － 47,927   

 ３．前期損益修正益 － 877 0.4 8,699 56,626 138.5

Ⅶ．特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 22,749 －   

２．関係会社清算損 970 －   

３．減損損失  ※３ － 521,367   

４．受注損失引当金繰入 － 200,014   

５．その他 － 23,719 10.7 21,222 742,605 1,815.6

税引前当期純損失  105,589 △47.7 836,541 △2,045.2

法人税、住民税及び事
業税 

1,109 1,210   

 法人税等調整額 － 1,109 0.5 △1,419,610 △1,418,400 △3,467.8

当期純利益又は当期純
損失（△） 

 △106,699 △48.2 581,858 1,422.6

前期繰越損失    6,722,907 － 

当期未処理損失  6,829,606 － 

     



システム原価明細書 

  

  
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費     70,817 29.0   6,979 3.0 

Ⅱ 労務費     22,673 9.3   34,053 14.9 

Ⅲ 経費               

 １．減価償却費   3,677     2,012     

 ２．業務委託料   133,950     166,635     

 ３．その他   13,394 151,022 61.8 19,767 188,415 82.1 

当期製造費用     244,513 100.0   229,449 100.0 

 期首仕掛品たな卸高     －     126,588   

    合計     244,513     356,038   

 期末仕掛品たな卸高     126,588     334,189   

 他勘定振替高     －     21,222   

当期システム開発原価      117,925     625   

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．原価計算の方法 

  システム開発原価については、プロジェクト別個 

  別原価計算によっております。 

同左 



③【株主資本等変動計算書】 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備
金 

その他利益剰
余金 

利益剰余金
合計 繰越利益剰

余金 

平成17年９月30日 
残高 
（千円） 

3,719,819 3,743,079 － 3,743,079 24,900 △6,829,606 △6,804,706 △603 657,588 

事業年度中の変動額          

新株の発行 2,750,000 2,750,000 － 2,750,000 － － － － 5,500,000 

資本準備金の振替 － △1,133,292 1,133,292 － － － － － － 

繰越欠損金の填補 △2,469,819 △4,359,786 － △4,359,786 － 6,829,606 6,829,606 － － 

当期純利益 － － － － － 581,858 581,858 － 581,858 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額
合計 
（千円） 

280,180 △2,743,079 1,133,292 △1,609,786 － 7,411,464 7,411,464 － 6,081,858 

平成18年９月30日 
残高 
（千円） 

4,000,000 1,000,000 1,133,292 2,133,292 24,900 581,858 606,758 △603 6,739,446 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

22,773 10,476 690,837 

事業年度中の変動額    

新株の発行 － － 5,500,000 

資本準備金の振替 － － － 

繰越欠損金の填補 － － － 

当期純利益 － － 581,858 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△22,773 － △22,773 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△22,773 － 6,059,084 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

－ 10,476 6,749,922 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度に係るキャッシュ・フロー計算書は記載を省略して

  おり、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書のみ記載しております。 

    
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

１．税引前当期純損失   △105,589

２．減価償却費   24,394

３．退職給付引当金増減額   △7,512

４．受取利息及び受取配当金   △204

５．支払利息及び社債利息   3,683

６．為替差損益   △3

７．固定資産売却損益   △863

８．固定資産除却損   22,749

９．関係会社清算損   970

10．売上債権の減少額   4,647

11．たな卸資産の増減額   △126,588

12．前払費用の増減額   467

13．消費税等の収支額   26,431

14．前受金の増加額   231,889

15．その他   △76,546

小計   △2,077

16．利息及び配当金の受取額   204

17．利息の支払額   △4,846

18．法人税等の支払額   △1,238

19．法人税等の還付額   139

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △7,818

 



    
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

１．固定資産の取得による支出   △6,226

２．固定資産の売却による収入   886

３．差入保証金等への支出   △180

４．差入保証金等の回収収入   15,353

５．関係会社株式払い戻しによる
収入 

  5,682

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  15,516

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  

１．短期借入金の増加額   50,000

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  50,000

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  3

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額   57,701

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高   82,713

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 ※ 140,415

    



⑤【損失処理計算書】 

    
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年12月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ．当期未処理損失   6,829,606

Ⅱ．次期繰越損失   6,829,606

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当社は、前事業年度1,245,602千円、当事業年度

79,602千円の営業損失を計上し、また、営業キャッシ

ュ・フローも前事業年度703,934千円、当事業年度7,818

千円とマイナスとなっております。当該状況により、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

  当社は、当該状況を解消すべく、ＩＴソリューション

事業を収益の柱となるように成長させる為の重点課題と

して「システム開発体制の充実」と「営業力の強化」を

掲げて、総力をあげて取り組んでまいります。 

  「システム開発体制の充実」につきましては、ＩＴソ

リューション事業におけるコンサルティング、システム

企画・開発および営業のノウハウを持つ人材の確保を進

めるのと同時に、プロジェクト毎に専門性が高い外部ス

タッフを有効に活用し、コストを意識した上で、開発期

限の厳守、品質の確保、個別の顧客ニーズへのきめ細か

い対応ができる体制の早期確立に取り組んでまいりま

す。 

  「営業力の強化」につきましては、当面の営業活動

は、当社を含め、取引先等の人脈を最大限に活用し、受

注目標先を絞り込む形で行いますが、「システム開発体

制の充実」状況にあわせて、営業人員を拡充いたしま

す。また、顧客のビジネス展開を見極めて、そのために

必要なシステムを先取りし積極的な提案を行い、顧客の

期待に応え、その積み重ねで真のビジネスパートナーと

いえる信頼関係を築き、安定的に受注を確保できる体制

の確立を目指して、全社的に取り組んでまいります。 

なお、資金調達面につきましては、平成17年11月8日

期限の金融機関との300,000千円の当座貸越契約を1年間

延長しております。また、平成17年11月30日弁済期日の

150,000千円の借入金については、平成17年11月4日付け

で変更契約を締結し、弁済期日を平成18年11月30日に変

更しております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

当社は、前事業年度79,602千円、当事業年度121,415

千円の営業損失を計上しており、また営業キャッシュ・

フローも前期7,818千円、当期348,300千円とマイナスと

なっております。当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

  当社は、当該状況を解消すべく、ＩＴソリューション

事業を収益の柱となるように成長させる為の重点課題と

して「システム開発体制の充実」と「営業力の強化」を

掲げて、総力をあげて取り組んでまいります。 

  「システム開発体制の充実」につきましては、顧客の

ビジネスの本質を理解し、ビジネス戦略を提案するコン

サルティング能力とIT技術を駆使したシステム構築能力

の両方を備え、かつ管理・調整能力を併せ持った核とな

る人材の確保を進めると同時に、プロジェクト毎に専門

性が高い外部スタッフを有効に活用し、コストを意識し

た上で、納期の厳守、品質の確保、顧客ニーズへのきめ

細かい対応ができる体制の強化に取り組んでまいりま

す。 

  「営業の強化」につきましては、当面の営業活動は、

当社グループを含め、取引先等の人脈を最大限に活用

し、受注目標先を絞り込んで行いますが、開発体制の充

実に合わせて、人員を拡充いたします。また、顧客のビ

ジネス展開を見極めて、そのために必要なシステムを先

取りし積極的な提案を行い、顧客の期待に応え、その積

み重ねで真のビジネスパートナーといえる信頼関係を築

き、安定的に受注を確保できる体制の確立を目指して、

全社的に取り組んでまいります。 

 （当社の経営計画の概要） 

  なお、翌事業年度以降は、子会社の潤沢なキャッシ 

 ュ・フローにより、連結営業キャッシュ・フローがプラ 

 スに転じる見込みであることから、資金繰りの面では問 

 題ありません。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

決算期 
平成19年度 

上期(百万円)

平成19年度 

下期(百万円) 

平成19年 

9月期(百万円)

 売上高  258 175 433 

 経常利益 △60 △25 △85 

 当期利益 △60 △25 △85 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

      

      ─────── 

  

  

  子会社株式 

  移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法、売却 

 原価は移動平均法） 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部純資産直入法、売 

  却原価は移動平均法） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 仕掛品 

 個別法による原価法 

 仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 ただし、建物（建物附属設

備を除く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

 建物    ８年～45年 

構築物   10年～40年 

工具器具備品３年～15年 

  

  

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについては、 

 社内における利用可能期間（３～５ 

 年）による定額法により償却しており 

 ます。 

同左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

   

  

      ─────── 

(2）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末における受注契約

に係る損失見込額を計上しておりま

す。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引にかかる方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許資

金、随時引き出し可能な預金及び取得日

から３か月以内に満期日の到来する定期

預金からなっております。 

─────── 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 (1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

          ─────── 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。 

 これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ8,332千

円減少し、税引前当期純損失は513,034千円増加しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については改正後の財務諸表等規

則に基づき、当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針（企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する額は、6,739,446千円

であります。 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準） 

 当事業年度より、改正後の「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成18年

8月11日改正企業会計基準第１号）及び「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会平成18年8月11日改正企業会計基準適用指針

第２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

追加情報  

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日） 

（貸借対照表関係） 

前期まで固定負債の「その他」に含めて表示しており

ました「預り保証金」は当期において資産総額の100分

の1を超えたため、区分掲記することに変更しました。 

なお、前期における「預り保証金」の金額は、7,800千円

であります。 

  

  

          ─────── 

  

（損益計算書関係） 

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「租税公課」は「販売費及び一般管

理費」における重要性が高まったため区分掲記すること

に変更しました。 

なお、前期における「租税公課」の金額は、1,034千円

であります。 

  

  

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前期まで営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「前受金の増加額」に

ついては、重要性が増した為、当期より区分掲記するこ

とに変更しました。 

なお、前期の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めておりました「前受金の増加額」は 

2,264千円であります。 

  

  

  

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

 表示方法） 

  

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第9号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当期から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

15,672千円については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

   

          ─────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年９月30日） 

当事業年度 
（平成18年９月30日） 

※１．担保提供資産及び担保付債務 ※１．担保提供資産及び担保付債務 

担保提供資産 

建物 228,271千円 

土地 593,905千円 

計 822,177千円 

上記に対応す
る債務 

株主からの短期借
入金 

150,000千円 

計 150,000千円 

担保提供資産 

建物    91,650千円 

土地   228,521千円 

計   320,171千円 

上記に対応す
る債務 

株主からの短期借
入金 

  150,000千円 

計   150,000千円 

 担保資産は、借入のために抵当権を設定しております。  担保資産は、借入のために抵当権を設定しております。 

  また、この他に連結子会社である(株)大黒屋ホールデ 

 ィングスに対する関係会社株式5,505,100千円について、

 同連結子会社の総額11,000,000千円の金融機関からの借 

 入金及び同極度額1,000,000千円のリボルビングファシリ

 ティ契約（当事業年度末現在未使用）に対する質権が 

 設定されております。 

※２．有形固定資産の減価償却累計額   330,190千円 ※２．有形固定資産の減価償却累計額    330,173千円 

────── ※３．関係会社に対する短期借入金     300,000千円 

※４．会社が発行する株式および発行済株式数の総数 ────── 

授権株式数    普通株式 42,600,000株

発行済株式総数  普通株式 14,223,850株

            

            

※５．自己株式  

当社が保有する自己株式の数は普通株式567株であ

ります。 

────── 

  

６．資本の欠損の額は6,830,209千円であります。 ────── 

７．配当制限   

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は22,773千円で

あります。 

※８．当社は運転資金調達のため、取引銀行と当座貸越契 

  約を締結しております。この契約に基づく当事業年度 

  末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額     300,000千円

借入実行残高   50,000千円

差引額   250,000千円

────── 

  

  

  

※８．当社は運転資金調達のため、取引銀行と当座貸越契 

  約を締結しております。この契約に基づく当事業年度 

  末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額          300,000千円

借入実行残高        100,000千円

差引額        200,000千円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．固定資産売却益は、工具器具備品877千円でありま 

   す。 

          ─────── 

※２．固定資産除却損は、建物21,773千円、工具器具備品

976千円の除却によるものです。 

          ─────── 

           ※３．当事業年度において、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

  

  

（資産グルーピングの方法） 

  事業別に資産のグルーピングを行っており、不動産、 

 ソフト開発事業、共用資産、遊休資産の４区分に分け、 

 さらに不動産については、ロケーションごとに区分して 

 おります。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

  これらの資産グループのうち、名古屋及び岐阜の賃貸 

 不動産については、取得時から大幅な時価の下落にり、 

 本社共用資産、ソフト開発事業資産については、継続的 

 な営業損益の悪化により、遊休資産については、将来の 

 用途が定まっていないため、減損損失を認識しておりま 

 す。 

（減損損失の金額） 

  減損損失の内訳は、名古屋の不動産 397,288千円（建

 物122,385千円、土地272,975千円、構築物1,927千円）、

 岐阜の不動産103,202千円、（建物10,724千円、土地 

 92,409千円、構築物68千円）、本社ソフト開発事業資産 

 6,363千円（器具工具備品6,192千円、ソフトウェア171千

 円）、本社共用資産10,467千円（建物7,078千円、工具器

 具備品1,480千円、ソフトウェア277千円、電話加入権 

 1,631千円）、遊休資産4,044千円（工具器具備品4,044千

 円）であります。 

（回収可能価額の算定方法） 

  資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により 

 測定しております。名古屋及び岐阜の建物及び土地につ 

 いては、不動産鑑定評価基準に基づき算定し、本社共用 

 資産の建物については、ゼロ評価し、それ以外の工具器 

 具備品、電話加入権については取引事例価額等により評 

 価しております。 

場所 用途 種類 

名古屋  不 動 産   土地、建物等 

岐 阜  不 動 産   土地、建物等  

本 社  ソフト開発事業  工具器具備品  

本 社  共 用 資 産  建    物  

本 社  遊 休 資 産  工具器具備品  



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末の 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末の 
株式数（株） 

自己株式     

普通株式 567 － － 567 

合計 567 － － 567 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 （注）当事業年度は連結財務諸表を作成しているため、個別キャッシュ・フロー計算書は省略しております。 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※.現金及び現金同等物の期末残高と、貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金残高 140,415千円

現金及び現金同等物 140,415千円

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 3,074 2,407 666

合計 3,074 2,407 666

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 3,074 3,022 51

合計 3,074 3,022 51

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算出しております。 

（注）        同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 614千円

１年超 51千円

計 666千円

１年内 51千円

１年超 －千円

計 51千円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）        同左 

③ 支払リース料および減価償却費相当額 ③ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 614千円

減価償却費相当額 614千円

支払リース料 614千円

減価償却費相当額 614千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年９月30日） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

（注）有価証券の時価評価額が、取得原価と比べて30％以上下落した場合には、回復可能性が認められる合理的な反証が

ない限り減損処理を行うことを社内基準により規定しております。 

(2）時価評価されていない主な「有価証券」 

（注）有価証券の時価評価額が、取得原価と比べて30％以上下落した場合には、回復可能性が認められる合理的な反証が

ない限り減損処理を行うことを社内基準により規定しております。 

 当事業年度（平成18年９月30日） 

     当事業年度は連結財務諸表において「有価証券関係」の注記を行っているため、個別財務諸表においては「そ

    の他有価証券で時価のあるもの」の注記は省略しております。 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

区分 

前事業年度（平成17年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
      

①株式 22,608 61,005 38,396 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小計 22,608 61,005 38,396 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
      

①株式 － － － 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小計 － － － 

合計 22,608 61,005 38,396 

  
前事業年度（平成17年９月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 

①子会社株式及び関連会社株式 － 

②その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式

を除く） 
5,500 



（デリバティブ取引関係） 

（注）当事業年度は連結財務諸表において「デリバティブ取引関係」の注記を行っているため、個別財務諸表において 

   は注記を省略しております。 

（退職給付関係） 

（注）当事業年度は連結財務諸表において「退職給付関係」の注記を行っているため、個別財務諸表においては注記を 

   省略しております。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成17年９月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職金制度として、退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

(1)退職給付債務 －千円

退職給付引当金 －千円

３．退職給付費用に関する事項 

(1）勤務費用 －千円

退職給付費用 －千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については、記載しておりません。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

    （注）当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、記載をしておりません。 

前事業年度 
（平成17年９月30日） 

当事業年度 
（平成18年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

繰越欠損金 2,049,319千円

未払事業税 6,376千円

繰延税金資産小計 2,055,696千円

評価性引当額 △2,055,696千円

繰延税金資産合計 － 

受注損失引当金       81,406千円

退職給付引当金          264千円

減損損失      208,805千円

繰越欠損金    1,784,173千円

繰延税金資産小計    2,074,649千円

評価性引当額  △655,039千円

繰延税金資産合計 1,419,610千円

繰延税金負債 繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △15,623千円

繰延税金負債合計 △15,623千円

繰延税金資産（負債）の純額 △15,623千円

その他有価証券評価差額金        －千円

繰延税金負債合計        －千円

繰延税金資産（負債）の純額    1,419,610千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失であるため記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

           同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

(1）役員および個人主要株主等 

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件および取引条件の決定方法 

社内における見積額を参考にして協議のうえ、決定しております。 

３．当社の宮本雅史氏からの借入金に対する建物及び土地の担保提供であります。 

    当事業年度は連結財務諸表において「関連当事者との取引」の注記を行っているため、個別財務諸表においては 

   注記を省略しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金ま
たは出資
金 

事業の内
容または
職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員 横山俊朗 － － 

株式会社

ディープ

（現株式

会社デジ

タルゴル

フ）代表

取締役社

長 

(被所有) 

直接 

1.65％ 

兼任 

1  
－ 

不動産賃貸及び

固定資産リース

料等 

17,295 前受金 1,470 

主要株主 

（個人） 

宮本雅史 － － － 

(被所有) 

直接 

53.28％ 

－ － 

－ － 短期借入金 150,000 

建物の担保提供 

（注3） 
228,271 － － 

土地の担保提供 

（注3） 
593,905 － － 

支払利息 2,820 未払費用 2,080 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度（平成16年10月１日～平成17年９月30日） 

  

該当事項はありません。 

当事業年度（平成17年10月１日～平成18年９月30日） 

  

当社の連結子会社である株式会社大黒屋ホールディングスと株式会社大黒屋、ザグ株式会社及び株式会社エビ

スは平成18年12月１日に合併しました。 

  大黒屋ホールディングスが存続会社となって他３社を吸収合併し、同日大黒屋に社名変更しております。 

  

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 47円83銭

１株当たり当期純損失金額 ７円50銭

１株当たり純資産額   186円05銭

１株当たり当期純利益金額   22円93銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

  22円46銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

 

  
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり当期純利益又は純損失     

 当期純利益または当期純損失(△)（千円） △106,699 581,858 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益または当期純損 

 失(△)（千円） 

△106,699 581,858 

 期中平均株式数（株） 14,223,283 25,373,968 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） － 582,202 

 （うち転換社債）（株）  （－）  （－） 

 （うち新株予約権）（株）  （－） (528,202) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

旧商法の規定に基づく新株引受

権２種類（新株引受権の目的とな

る株式の数60,000株）及び新株予

約権４種類（新株予約権の29,940

個）。これらの詳細は「新株予約

権等の状況」に記載しておりま

す。 

新株予約権２種類（新株予約権

の数2,450個）。 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

     有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し 

    ております。 

    

【有形固定資産等明細表】 

 （注）「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額また
は償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 457,541 － 
140,188 

(140,188)
317,352 225,702 4,161 91,650 

構築物 29,509 － 
1,995 

(1,995)
27,513 24,960 168 2,553 

工具器具備品 99,318 400 
18,777 

(11,717)
80,941 79,511 2,712 1,430 

土地 593,905 － 
365,384 

(365,384)
228,521 － － 228,521 

有形固定資産計 1,180,276 400 
526,346 

(519,287)
654,329 330,173 7,042 324,155 

無形固定資産               

ソフトウェア 4,803 － 
999 

(448)
3,803 3,803 550 － 

電話加入権 1,693 － 
1,631 

(1,631)
62 － － 62 

無形固定資産計 6,497 － 
2,630 

(2,080)
3,866 3,803 550 62 

   繰延資産 － － － － － － － 

   繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

 受注損失引当金 － 200,014 － － 200,014 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１）流動資産 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 仕掛品 

    ④ 繰延税金資産 

      繰延税金資産は、397,458千円であり、その内容については「２ 財務諸表等（１）財務諸表 注記事項 

     （税効果会計関係）」に記載しております。 

区分 金額（千円） 

現金 86 

預金   

当座預金 176,760 

普通預金 4,243 

計 181,003 

合計 181,090 

相手先 金額（千円） 

ボーステック株式会社 132 

株式会社データムポリスター 4 

その他 2 

合計 139 

期首残高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

122 3,726 3,709 139 96.3 12.78 

 品目 金額（千円） 

 新営業支援システムの構築 334,189 

合計 344,189 



２）固定資産 

    ① 関係会社株式 

  

    ② 繰延税金資産 

      繰延税金資産は、1,022,152千円であり、その内容については「２ 財務諸表等（１）財務諸表 注記事項 

     （税効果会計関係）」に記載しております。 

  

３）流動負債 

① 短期借入金 

(3）【その他】 

 当社は、株式会社ニフティから「ディズニーワンダーランド」サービスにおけるスターターキット販売に関す

る欺網行為があったとして、不当利得返還等請求訴訟（総額40,356千円）を東京地方裁判所に提訴されており、

現在係争中であります。 

 当該訴訟につきましては弁論は終結しており、判決期日は平成19年１月12日でございます。 

 当社としては、株式会社ニフティとの契約遂行において瑕疵があったとは認識しておらず、正当な論拠を主張

し、勝訴すると判断しております。 

 この判決結果につきましては、適時開示させて頂きます。 

区分 金額（千円） 

株式会社大黒屋ホールディングス  5,505,100 

相手先 金額（千円） 

株式会社大黒屋ホールディングス 300,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 100,000 

宮本雅史（株主） 150,000 

合計 550,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 100,000株券 1,000,000株券 

中間配当基準日 ３月31日 

単元株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取手数料 

 １単元当たりの売買価格を算出し、次に定める売買委託手数料額を、買

取単元未満株式数で按分した額（１単元当たりの売買委託手数料額） 

 100万円以下の金額につき                1.150％ 

 100万円を超え500万円以下の金額につき          0.900％ 

（円未満の端数が生じた場合には切り捨てる。） 

 ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500

円とする。 

公告掲載方法 

電子公告の方法により行います。 

但し、やむをえない事由により電子公告をすることができない場合は、日

本経済新聞に掲載いたします。 

公告掲載 ＵＲＬ（http://www.dwonderland.co.jp） 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度（第23期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出。

  

(2）有価証券届出書（その他の者に対する割当）およびその添付書類 

     平成18年３月７日関東財務局長に提出 

  

(3）有価証券届出書の訂正届出書 

     平成18年３月16日関東財務局長に提出 

     平成18年３月７日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  

(4）半期報告書 

（第24期中）（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日関東財務局長に提出。 

(5）臨時報告書 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づき平成18年３月30日関東財 

    務局長に提出 

  

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づき平成18年３月31日関東 

    財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

 平成18年12月22日 

株式会社ディーワンダーランド  

 取締役会 御中    

                  明 誠 監 査 法 人 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 武田 剛 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 西谷 富士夫 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ディーワンダーランドの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ディーワンダーランド及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、個別財務諸表において平成13年９月期以降継続的に営業損失を

計上し、また当連結会計年度には営業キャッシュ・フローが409,190千円のマイナスの状況にあり、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、当社の連結子会社である株式会社大黒屋ホールディングスと株式会社大

黒屋、ザグ株式会社及び株式会社エビスは平成18年12月１日に合併している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株 式 会 社 デ ィ ー ワ ン ダ ー ラ ン ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ディーワン

ダーランドの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディーワン

ダーランドの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度1,245,602千円、当事業年度79,602千円の営業損失を計上し、ま

た、営業キャッシュ・フローも前事業年度703,934千円、当事業年度7,818千円とマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 齋 藤 正 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 木 智 博 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成18年12月22日 

株式会社ディーワンダーランド  

 取締役会 御中    

                  明 誠 監 査 法 人 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 武田 剛 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 西谷 富士夫 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ディーワンダーランドの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ディーワンダーランドの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度79,602千円、当事業年度121,415千円の営業損失を

計上しており、また営業キャッシュ・フローも前事業年度7,818千円、当事業年度348,300千円のマイナスの状況にあり、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を計算書類には反映していない。 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に関する会計基準」、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「自己株式及び準備金の減少等に関する会計基準」を適用している。 

 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、当社の連結子会社である株式会社大黒屋ホールディングスと株式会社大

黒屋、ザグ株式会社及び株式会社エビスは平成18年12月１日に合併している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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